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撞襲醒選佳基準の3 0 ,人以下
への引審下11毘謹リ

中基審建議を受け労働安全衛生法令改正へ

医師会は産業保健センターマニュアル作成

@中基審建議と安衛法改正案要綱

中央労働基準審議会(会長花見意よ智大学法学

部事対受)は、昨(1995)年7月より労働災害防止部

会において、今後の労働者の健康確保対策のあり方

について検討を行ってきたが、その検討結深を受け

て、 1月 19目、同審議会から労働大臣に対して「労

働者の健康確保対策の充実強化について」の建議 (4
頁参照)古吋子われた。労働省では、この建議を踏ま

え、労働安全衛生法令の改正その他所要の措置をと

ることとしており、すでに、労働安全衛生法の一部

を改正する法律案要綱 (9頁参照)を作成している。

今回の建議労働安全衛生法令改正は、昨年4月
にまとめられた「これからの産業保健のあり方に関

する検討委員会報告J (95年7月号参照)を受けたも

のである。くわしくは各資料を比較検討していただ

きたいが(r産業痘のあり方に関する検討会報告」

- 9 3年4月号ーも参照されたい)、最大のポイントに

なるはずだった、産業医の選任・衛生委員会の設置

を義務づける事業場の範囲を現行の '50.人以上」か

らr3D人以上」まで拡大する問題については、使用

者側の反対を打ち破れず、いずれも見送られた。

建議公表と周じ1月 19日、就任後初の記者会見で

永芳孝信労働大臣は、見送られた選任基準について

'3D人事担室に引き下げるよう義務づける方向で努力

するJ等と述べている。

@地域産業保健センターの整備

建議の主な内容は、次頁の表のとおりで、*をつ

けた事項が、労働安全衛生法改正案要綱に盛り込ま

れた。法改正事項の施行期日は今年10.月l臼とされ

ているが、「産業医は専門的知識について一定の要

件を備えたものでなければならないこと」について

は、施行f忽年間首予される。

それ以外の事項については、政省令の改正や行政

指導によって対応されることになると恩われる。

注目されるのは、「地域産業保健センター J(以下

「地域セングー」という)の整備についてである。

労働基準監督署の管轄区域ごとに設置される地域

センター(郡市区医師会の委託事業ー既設141か所)

及び同センターを支援する役割を担う「都道府県産

業保働鵠センターJ(以下「推進センター」とい

う。労働福祉事業団の委託事業既設16か所)は、

1993年度からスタ トしている(何年11'12月号に

関係行政通達を掲載している)。

両センターとも'7'年間位一今世紀中に全国展開」

が目標とされてきたが、地域センターについては、

1996年度予算案に残り加6か所の半分の1ωか所分

が盛り込まれ、労働省は1997年度中にも全国整備を

完了させたい方針である(推進センターについては

労働者の健康確保対策の充実強化について(労働災害防止師会報告)

労働者の健康をめぐ吾状況

脳ー心鹿疾患等につなが吾所見を有す吾労働者の増加
定期健H康診断の結果では、 3人に1人が有所見者 
中小規模事業場における有所見事が高い
仕事や職場生活で不安、悩み、ストレスを感U吾労働者四割合も増加 
「過労死」が発生し、社会問題化

健康確保苅策目充実強化

積場にお!ブ吾労鍋書の健麿菅理由あ' )方

C健震診断〕
健康診断の徹底、受診車叩向上のため

の意識の高鍋
般健康診断項目の充実、弾力化につ

いての専門家によ吾検討
歯周疾患健診侶機会の提供
C健康診断結果に基づく健醸管理〕
*労働者への健康診断結果の通知
*医師、保健婦等によ吾労働者に対す号
保健指導の実施の努力

*労働者の健康保持の努力
〔適切な事後靖置〕
米産師等由意見回事後措置への反映
*事後措置に腐す吾指針
〔労働者の健康づくリ〕
中小企業へのT H Pの普及、促進
日常生活を離れた集中的な健康づくり

〔メンヲルヘJレス対策〕
知識の普盈、啓発
メンタルヘ1[ ,スに関す吾相談体制の霊
備、地崎産業保健センター白体制整備
ストレス予防の調査研究

産業保健サービスの提供のあり方

〔産業医1
産業医活動由周知、啓発、活動しやすい環境の整備
産業医等の研修の充実

*産業医の選任要件壱見直レ、産業医は専門的知識について一
定の要件を備える者でなければな6ないこと
都道府県産業保健推進包ンタ による産業虚等に対す吾支援

*産業医の勧告を法簿上明記.勧告を理由に平利益な取扱Uを
じない己と
専属産業医町他の事業場の非専臆産業医との兼務を可能とす
奇己と
産業匿の選任珂象の範囲は、結舗が得6れず、小規模事業場
の産業保健サ ピスの提供由状況の推移等も考慮しつつ、引
曹続き検討

〔衛生委員会〕
衛生委員会の活動の活性化方策について検討
衛生委員会の設置苅重量の髄囲は、結論が得缶れず、その活動
の活性化等の状況の推移等も考慮しつつ、引き続き検討

〔小規模事業場におげ吾産業保健サ ピスの鳴供〕
*専門的知識を有す吾医師に健康管理等を行わせる等の努力
地減産業保健センターの整備の促進、機能の強化
産業匿の共同選任の促進支援策の検討

E保健婦等の活用〕
保健婦等の位置付け由明確化等の指針の懐討
衛生管理者の業務遂行の指針の横討

〔継続的な健康管理〕
ICカード等を活用した継続的な健康管理システムの検討

の健｝j j IJ) l'Il!土］ *=労働安室靖生法改正案要綱に
盛り込まれた事項

刊か所)。建議では、労働者代表委員の要求によっ

て、地域センターの運営について、「労災防止指導

員の活用等労使の意見を的確に反映するシステム

を設ける必要があること」が盛り込まれている。

なお、 1996年度予算案では、ほかに、「産業医研

修センター(倒的の整備に関する検討(検討委員

会開催JI小規模事業集団における自主的な健康保

持対策の促進(企画評価委員会開催と調査・研究実

施一委託先:中央労働災害防止協会JI職場におけ

る個人別健康診断情報システムの検討(委託先:

(財)医学情報システム開発センター J '健康診断

事後措置の指針の作成のための検討(委託先:中央

労働災害防止協会JJ等が盛り込まれている。

@医師会の事業活動マニュアル

建議に対しては、産業医選任基準引き下げ見送り

への不満と、地域センターや産業医の権限・身分保

障関連事頁への一定の評価を合わせて「ω点」と採

点、する日本医師会幹部の発言も伝えられているが、

1月初日には、日医の産業保健委員会(委員長・高
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市耕輔駒産業保障山山民三也山山主主主.三-三巴三l

田島中央労働災害防止協会労働衛生検査センター

所長)が、「産業保健センター事業推進のための具

体的方策とこれからの産業保健のあり方」について

答申をまとめ発表している (9頁参照) 。

この答申では、地域センター事業の充実、産業医

の選任基準の引き下げ、産業医研修の改善、などを

提言しているが、自己点検内部評価用のチエVク
リストを含めた「地域産業保健センター事勢舌動マ

ニュアル」を示したことも大きな特徴である。前出

の幹部は、「本来は労働省がやるべきことJと指摘

しながら、同省に検討する委員会がないため今回の

作成に至った、「答申の目的はマニュアル作成」と

説明したという。

問答申地域センタ一事業活動マヱユアルは、今

後、議論をすすめていくうえでの重要な素材のひと

つとなろう。と同時に、今後、地域センターの全国

展開や関連事業が拡大していく中で、医師会、健診

機関・作業環境測定機関、その他関係団体や関係省

庁等の間や内部での矛盾や予算の取り合いといっ

た事態が起こってくる可能性も否定できない。

-ニーズと産業医の資質にギャップも

いずれにしろ、 9長手7月号の解説記事でも述べら

れているように、労使が主役であることをふまえ

て、現.:tE議論されている内容だけにとらわれずに、

今後の産業保健=労働安全衛生のあり方に関する

構想を確立していく必要があろう。中基審建議の内

容が順次実施され、また、先送りされた事項の取り

扱いが検討される、いまの時期はそのための絶好の

機会を提供していると言える。

最後に、日医産業保健委員会の答申とりまとめに

当たって行われた「地域産業保健センターの活動状

況に関する調査」の報告書の一部を紹介しておく。

実擦に事業場が受けた個別指導の3/4が健康相談

で、衛生教育が7.5% 、作業方法の改善は6.9% 、衛

生管理組織の改善は4.6%とわずかであった。しか

し、事業場が希望している産業保健サービスの内容

は、健様相談はト、yプとはいえ 27% に過ぎず、百王P

などの健尉旨導、健康管理、健康診断といった極め

て医学的な事項も多いが、衛生教育、講習会の実施

のほか、職場巡視、作業環境管理・作業管理の改善

などを希望している(健診の事後強導と産業保健情

報提供ま 0%)。報告書は、「サービスを提供する地

域センターとサービスを受ける事業場との間に、ど

うしてこのようなギヤヅプが生じたのか」、また、

「個別訪問を受けてよかったか」の設問に対して、

「いいえ」が 17% もあったことが「気になるJ、 「ど

のように減少させるのか」と問いかける。

報告書では、これを、指導を担当する医師古fい

まだ実務研修が十分でないために、まずは、健康相

談などから事業場にアプローチしているのであろ

う」と分析。「まずは、事業場の事業者、作業者の

関心の高い健康相談から産業保健サービスを初め」

ることを是としつつも、「長期的な視野に立って、

ゆっくりとしかも確実に個別指導の内容を深め、拡

大してゆく必要があろう」と、産業医の実務的な技

術の向上と指導者の養成、実務研修機関の宵!市

設立を緊急の課題と結論づけている。 魁iム掴

当審議会は、平成7年7月より、ゲ後の労働者の健

康確保対策のあり方について、労働災害防止部会に

おいて鋭意検討を行ってきたところ、今般、別紙の

とおり岡部会の報告が取りまとめられた。

当審議会としては、この報告の趣旨に沿い、労働

者の健康確保対策の充実強化を図るため、労働安全

衛生法令の改正その他所要の措置をとることが適

当であると考えるので、この旨建議する。

第1 労働者の健康をめぐ否状況

労働者の健康をめ寸る状況をみると、次のような

問題がみられる。

1 高齢化の進展

我が国では、高齢化の進展を背景として、一般健

康診断(定期)の車諺員、高血圧性疾患、虚血性心疾

患等の脳・心臓民意等につながる所見(血中脂質、

血圧等の検査での異常)を有する労働者が増加して

いる。また、平成託手の一般健康診断(定期)の結

果では、受診労働者の34.6%が有所見者となってい

る。さらに、こうした疾病は、労働の態様や職場に

おける優弱詮華理いかんによっては、著しく悪化する

場合がある。特に、労働者数50人来満の事業場にお

ける一般健康診断(定期)での有所見率が、労働者

数50ノ人以土の事業場におけるそれに比べ8ポイント

高い(平成昨)など中小規模事業場における有所

見率が高くなっている。

今後、労働力人口の一層の高齢化が慰みまれる中

で、有所見率がさらに高まり、特に中高年労働者が

多い中小企業にあっては、有所見率の一層の上昇が

懸念される。

2 産業構造の蜜化‘技術革新の進滋

仕事や職越生活で不安、悩み、ストレスを感じる

労働者の割合がこの1昨間で7ポイント増加し、平

成4年には5 7 %となっている(平成4年「労働者健康

状況調査報告 J)。

今後、国際化の進展等による産業織置の転換や技

術革新の進展等により、労働態様への影響、労働環

境の変化が見込まれる中で、労働者のメンタルヘル

ス上の問題がさらに拡大するおそれがある。

3 いわゆ吾「過労死」問題の発生

動脈硬化や高血圧等の基礎疾患を有する労働者

が、著しい長時間労働等による過重負荷を受けたこ

とにより、その基礎疾患が急激に著しく増悪し、脳

.心臓疾曹を発症することがある。これが「過労死」

として、社会的に大きな問題となっており、その予

防のための労働者の健康確保対策や長時間労働の

排除等の総合的な対策由主必要である。

第2 労働者の健康確保対策の

充実強化の方向

第1で述べた労働者の健康をめく、る状況の変化に

的確に対応し、労働者の適切な健康確保を図るため

には、疾病の予防を図ることが重要であり、このた

め、健康診断の的確な実施及びその結果に基づく適
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切な保鰭旨導、事後措置の実施なと職場における労

働者の健康管理の充実を図るとともに、これを適切

に実施するための産業保健サービス提供のあり方

など労働者の健康確保対策を充実強化していくこ

とが必要である。

1 労働者の健康管理に闘す吾基本的な考え方

健康管理は個身人の責任で行われることが基本

であるが、一方で労働者の健康は働き方とも密接に

結びついている。このため、事業者は職場において

労働者の健康管理のために必要な措置や労働者の

自主的な健康づくりに対する支援措置を講じるこ

ととするとともに、労働者には自主的な億康管理の

努力が求められる。

また、労働者の健康管理は産業保健の枠組みの中

で行われるものであるが、地域保健・健康保験制度

との関係や、それら事業との連携にも留意する必要

がある。

2 職場におけ吾労働者の健蔵管理のあり方

(1 ) 脳・心腹接患等に対応した効果的な健康診断

のあり方

中小規模事業場を中心に一般健康診断の完全実

施に至っていないことから、その徹底を図っていく

必要がある。また、現行の一般健康診断項目におい

ては、高血圧性疾患、虚血性心民愚等の脳・心臓疾

患等の早期発見とその後の健康管理に資する健康

診断項目が十分含まれていないという問題がある。

〔対策の方向〕

イ 一般健康診断の実施の徹底及び受診率の向上

(イ)一般健康診断について中小企業団体等とも連

携を図りつつ、一層の周知・啓発を図り、中小事

業者や労働者の意識の高揚に努めること。

(ロ)小規模事業場における一般健康診断の実施に

対し、必要な環境整備を行うこと。

口 健康診断項目の充実等

(イ)一般健康診断の項目について、他の健康診断の

健康診断項目も参考としつつ、例えば血糖検査や

眼底検査等の必要性について専門家による科学

的な見地からの検討を行う必要があること。

この場合において、一般健康診断については、

事業主の負担により行われることを踏まえ、費用

負担のあり方を含めその実施の方法について検

討する必要があること。また、健康診断実施によ
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る労働者の身体への影響等に留意する必要があ

ること。

また一般韓康診断の項目の検討に当たっては、

医師の判断による健康診断項目の弾力化もあわ

せて検討する必要があること。なお、個々の事業

場において医師の判断による健康診断項目の弾

力化を行うに当たっては、産業涯の選任される事

業所では産業医が関与することが望ましいこと。

(ロ)歯周民患に関する健康診断については、事業場

においてその機会が提供されることが望ましい

」と。

(ハ)健康診断の実施に当たっては労働者のプライ

パシーの保護に十分配慮する必要があること。

(2 )健康診断結果に基づく効果的な健康管理のあ

り方

労働者の自主的な健康管理を促進するためには、

健康診断結果が労働者に十分に周知される必要が

ある。また、脳 ι峨疾害等の予防を図るためには、

健康診断結果を活用した労働者自身による健康管

理を促進していくことが重要である。

〔対策の方向〕

イ 労働者への一般健蔵診断結果の周知の徹底

労働者の自主的な健康管理に資するため、労働

者に対して、事業者により一般健康診断の結果が

周知されなければならないこと。

ロ 医師、保健婦等による労働者に対する保健指導

労働者¢健康管理か適正に実施されるため、医

師、保健婦等による一般健康診断の結果に基づく

保健指導が必要な労働者に対して行われるよう

事業主は努力する必要があること。

ハ労働者の健康保持の努力

労働者は、イの健康診断の結果及びロの保樹旨

導を利用して、その健康の保持に努めることが必

要であること。

三再検査や精密検査の取扱い

再検査や精密検査の受診は、脳・心峨筑患等の

早期発見とその後の健康管理に資するとの観点

からその促進を図ることが望ましいこと。なお、

再検査の実施、結果の活用等に当たっては、当該

労働者の意志を尊重するとともに、労働者のプラ

イパシーの保護等の問題に留意する必要がある

こと。

(3 )事難者によ吾事後措置の実施の確保

健康診断結果に基づく就業場所の変更等の事業

者による事衡箭置が、医学的知見に基づき適切に実

施される必要があること。

〔対策の方向〕

イ 医師等の意見の事後措置への反映

労働者の健康を保持するための事後措置を適

正に講ずるためには、事業者は、健康診断結果に

ついて医師等の意見を聴く必要があること。この

場合、産業医の選任される事業場においては、産

業医の意見を聴くことが望ましいこと。

口事後措置に関す吾指針

国は、事後措置に関する指針を定め、それに基

づき、新壷措置¢適切かつ有効な実施が図られる

ようにすること。

( 4 )労働者の健康づくりを促進す吾ための支援

中小規摸事業場において、「適当な指導者がいな

いJr甜首、場所がないJr時聞がない」等の理由に

より取組みを行っていない事業場の割合が高いこ

とから、特に中小規模事業場において労働者の健康

づくりの取り組みが積極的に図られる必要がある。

〔対策の方向〕

イ 日常生活における健康づくりについては、中小

規模事業場に対し、健康保持増進措置(以下

「百王PJ という)の一層の普及促進を図るととも

に、国の支援の充実について検討する必要がある

」と。

ロ また、日常生活において健康づくりを行うこと

が困難な労働者が日常生活を離れて集中的に健

康づくりに取り組むことにより、日常生活におけ

る健康づくりに資するよう、施設の効果的な活用

や、滞在型の健康づくりの恒Eとしての位置付け

等についてあわせて検討する必要があること。

(5 )メンタルヘルス対策の充実

労働者の精神的負担、ストレスが増加しており、

メンタルヘルスに関する理解の促進とメンタルヘ

ルスに関する相談体制の整備を図る必要がある。

〔対策の方向〕

イ メンタルヘルス問題の理解の促進を図るため、

事業者、労働者、産業保健スタッフ等に対して講

習会の開催、情報提供等により知識の普及・密発

を図る必要があること。

ロ メンタルヘルスに関し相談が受けられるよう、

事業場において産業医や保健婦等による相談体

制力支整備されるととが望ましいこと。また、事業

場における相談を補完するための相談体制とし

て、地堰握業保健センターにおいてメンタルヘル

スの相談古可子えるよう体制整備を進める必要が

あること。また、そのためにも地域産業保健セン

ターを積極的に整備していく必要があること。

ハ メンタルヘルスの相談に当たっては、労働者の

プライパシーの保護に十分配慮する必要がある

こと。

二 国は、ストレス等の予防のための総合的な調査

研究を進めるとともに、その成果の普及を図る必

要があること。

3 産業保健サービスの擾供のあリ方

(1 ) 産業医活動の活性化等

50人以上の事業場において、産業涯の選任義務が

履行されていない事業場もあることから、その履行

の働哀が図られるとともに、産業医活動の活性化を

図る必要があること。

〔対策の方向〕

中小企業団体等とも進携を図りつつ、産業医活動

に対する事業者や労働者の一層の理解を促進する

ため、産業医活動の周知・啓発を図るとともに、事

業場において産業医が活動しやすい環境を整備す

る必要があること。

(2 )衛生委員会の活動の但進

事業場内において産業保健サービスが的確に提

供されるためには、労使の自主的な取り組みを促進

することが不可欠であり、そのためには、事業場内

において労働衛生に隠する事項について労使が調

査審議を行う衛生委員会の活動を促進する必要が

ある。

〔対策の方向〕

イ 衛生委員会の設置義務のある事業場の範囲に

ついては、 30人以上まで拡己たすべきとの意見、現

状のままで良いとする意見があり、結論を得るに

至らなかった。今後、衛生委員会が産業保健の推

進に果たすd侵害Jの重要性等を踏まえ、その活動の

活性化の状況等も考慮しつつ、設置対象事業場の

範囲のあり方について引き続き検討することが

適当であること。

ロ衛生委員会の活動の活性化のための方策につ

いて検討する必要があること。

(3 )産業匿の専門性の確保等

脳・心臓疾患等につながる所見を有する労働者

や、産業構造の転換や職場における技術革新の進展

等による労働の態様や労働環境の変化によって、職

場生活で不安や悩みを感じる労働者が増加してい

る。こうしたことに対応するため、事業場において

は、健康診断の事後措置、百世、健康教育や相談な

どの取り組みを実施しようとするところが多く、一

方、産業医においても、十分な産業医学的知識の習

得を求めている産業医が多いロ

〔対策の方向〕

イ 産業医等の研修の充実

産業医等の資質の向上を図るための研修の充

実在図るとともに、専門的研修のあり方について

剛彦の場の確保を含め必要な検討を行うこと。

ロ 産業医の選任要件の見直レ

事業者は、産業医を選任するに当たって、医師

のうちから選任し、その者に労働者の健康管理等

を行わせなければならないこととされているが、

産業医の職務を的確に遂行するため、産業医は一

定の講習を修了する等産業医学に関する専門的

知識について一定の要件を備える者でなけれま

ならないごととする。

なお、これについては、産業医学に関する専門

知識を有する医師の確保について懸念する意見

もあることから、実施まで一定期閣の猶予を設け

ることが適当であること。

ハ都道府県産業保健推進センタ によ吾産業医

等に対す吾支援

都道府県産業保健推進センターを、産業医等に対

する産業医学に関する情報の提供、労使等の関係者

に対する産業保健に関する広報啓発等を行う機関

として位置付け、その積極的な整備、体制の充実、

活用¢促進等を図って行く必要があること。

(4 )産業医の権限・身分保陣のあり方等

産業医の活動よの問題点として、事業場におい

て産業医の助言を活かすシステム古宮整備されて

いないことや、その権限・職務内容・身分保障が

不明確であることを指摘する産業医が多い。

このため、産業医の意見が反映されやすく、独
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立した立場で十分に活動できる仕組みを設ける

必要がある。

〔対策の方向〕

イ 法律上、産業痘が勧告できることを明確にする

とともに、事業者は、産業医¢勧告を尊重する必

要があること。なお、産業医が勧告を行うに当た

っては、当該事業場の実情等を十分に考慮して行

う必要があること。

日 産業医の勧告に対して不利益な取扱いをしな

いようにすること。

ハ産業医の職務内容を明確化するとともに、専属

産業医については、専属産業医としての趣旨を踏

まえつつ、その璃協の遂行に支障をきたさない範

囲内において他の事業場の非専属の産業医を兼

ねることができるよう検討すること。

(5 )小規模事業場におけ吾農業保健サービス提供

のあリ方

犯人未満の事業場においては、産業医の選任が義

務付けられておらず、産業医学的見地から、労働者

の健康管理を行う休系が制度上整備されていない。

また、脳・心4髄実患として労災認定された事例の

多くは、産業め選任が義務付けられていない 50人未

満の事業場や選任がなされていないと考えられる

事業場においてみられる。

一方、小規模事業場に対し産業保健サービスの提

供を行う地域産業保健センターについては、周知が

図られていないこと等により、十分な活用が図られ

ていない面がある。したがって、すべての事業場に

おいて、その事業場内の状況に応じた必要な産業保健

サ←ビスが提供されるよう事業者の努力が求めら

れるとともに、留においてもその努力を積極的に支

援するよう体制づくりを進める必要がある。

〔対策の方向〕

イ 産業医の選任義務のある事業場の範囲につい
ては、 30～人以上まで拡大すべきとの意見、現状の

ままで良いとする意見があり、結論を得るに歪ら

なかった。今後、地域産業保健センターの整備、

充実や産業医の共同選任の勧奨等による小規模

事業場における産業保健サービスの提供の状況

の推移等も考慮しつつ、引き続き産業医の選任対

象事業場の範囲について検討することが適当で

あること。

ロ このためA、規模事業場の労働者に対して産業

保健サービスが提供されるための体制づくりと

して、当面次の措置を講ずる必要があること。

(イ)産業医の選任が義務付けられていない事業場

において、事業者は、一定の講習を修了する等産

業医学に関する専門的知識を有する医師に健康

管理等を行わせる等の努力をする必要があるこ

と。

(口)固においても、こうした事業者の努力に対し、

労働者の健康管理等に関する相談等の援助を積

極的に進めることとし、その機能を担う地域産業

保健センターについて整備を進めその活用の促

進を図るとともに、小規模事業場の事業者及び労

働者の多様なニーズに応えられるようその機能

の強化を図ることにより、小規模事業場に対し的

確な産業保健サーピスの提供者行う必要がある

こと。

この場合において、地域産業保健センターの運

営について、労災防止指導員の活用等労使の意見

を的確に反映するシステムを設ける必要がある

こと。

(ハ)小規模事業場が産業医を共同して選任するこ

と等についてその促進を図ることとし、そのため

の必要な支援策について検討する必要があるこ

と。

(6 )産業保健分野における保健婦、衛生管理者等の

活用の促進

産業保健分野において保健婦は重要な役割を果

たしているが、その位置付けが必ずしも明確でな

い。また、衛生管理者については適切に業務を遂行

するための環境整備が必要である。

〔対策の方向〕

イ 産業保健分野における保健婦等の位置付けの

明確化を図るとともに、その資質の向上、能力が

有効に発揮できるような環境の整備、積極的な活

用等を図るための指針の策定を検討する必要が

あること。

ロ 衛生管理者が適切に業務を行うことができる

ための指針の策定等について検討する必要があ

ること。

(7 )継続的な健康管理システム

〔対策の方向〕

離職・転職の増加も踏まえ、 I Cカード等を活用

した労働者個々人の継続的な健康管理のシステム

について検討する必要があることoこの場合におい

て、労働者のプライバシーの保護や、離職転職に

際し影響を受けることがないよう配慮す 町市

る必要があること。 魁斗温

第1 労働衛生管理体制の充実

1 産業匿の専門性の健保等

(1 ) 産業医は、労働者の健康管理等を行うのに必要

な医学に関する知識について一定の要件を備え

た者であること。

(2 )産業医は、労働者の健康を確保するため必要が

あると認めるときは、事業者に対し、労働者の健

康管理等について必要な勧告をすることができ

るものとすること。

(3 )事業者は (2)の勧告を受けたときは、これを尊

重しなければならないものとすること。

2 産業涯の選任襲務のない事業場の労働者の健

康管理等

事業者は、産業医の選任義務のない事業場につい

て、 lの(1)の要件を備えた医師に労働者の健康管理

等を行わせる等の措置を講じるように努めなけれ

ばならないものとすること。

3 国の援助

国は、 2の事業者に対し、労働者の健康管理等に

関する棺談その他の必要な援助を行うように努め

るものとすること。

第2 職場におけ吾労働者の健康管理の充実

1 健康診断の結果についての意見聴取

事業者は、健康診断の結果に基づき、事業者が講

ずべき2の(1)の措置について、医師ヌは歯科医師の

意見を聴かなければならないものとすること。

2 健鹿診断実施後の措置

(1 ) 事業者は、 1の医師ヌは歯科医師の意見を聴き

必要があると認めるときは、当該労働者の実情を

考慮して、就業場所の変更、作業の車成員、労働時

間の短縮等の措置を講ずるほか、作業環境測定の

実施、施設ヌは設備の設置文は整備その他の必要

な措置を講じなければならないものとすること。

(2)労働大臣は、事業者が講ずべき (1)の措置の適

切かっ有効な実施を図るため必要な指針を公表

するものとすること。

(3 )労働大臣は、必要があると認めるときは、事業

者文はその団体に対し、 (2)の指針に関し、必要

な指導を行うことができるものとすること。

3 一般健康診断の結果の遇知

事業者は、一般健康診断の結果を労働者に通知し

なければならないものとすること。

4 保健指導等
(1 ) 事業者は、ー般働康診断の結果、特に健康の保

持に努める必要があると認める労働者に対し、医

師、保健婦又は保健士による保樹旨導を行うよう

に努めなければならないものとすること。

(2 )労働者は、 3により通知された健康診断の結果

及び(1)による保働旨導を利用して、その健康の

保持に努めるものとすること。
第3 その他

罰則その他所要の規定の整備を行うものとする

こと。

第4 施行期日等

1 この法律は、平成S年 10月1臼から施行するもの

とすること。

2 乙の法律の施行の白から起算して2年聞は、事

業者は第lのlの (1 )の要件を備えた者以外の医師

を産業医とすることができるものとすること。

3 関係法律について所要の整備を行うも町市

のとすること。 且i且

地域産業保健センターを基盤とし
た将来の地域産業保健のあり方
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1 地域におけ吾小規模事業場を封象とじた産業

保健サービスのあり方

小規模事業場においては、大規模事業場と比較し

て、労働災害の多発や、労働環境改善の遅れのみな

らず、各種の健康潤題カヰ旨摘されている。これは労

働環境要因のみならず、社会的、経済的な要因も関

係した結果であると考えられている。したがって、

その根本的対策を講ずることは容易ではない。これ

までの実情をみると、小規模事業場においては、む

しろ産業保衛舌動があまり活発でないという指摘

が多く、これらの事業場に対しては、より充実した

健康管理体制¢整備が望まれるところである。

そこで、まず基本的な産業保鱗苦動である健康診

断の実施率を上げ、水準の引き上げを図り、その事

後指導誌の徹底に努め、順次健康教育等、体系的な健

康管理活動の充実在図っていく必要がある。また、

宜接現在の課題である健康づくり、健康増進に取り

組むことは容易ではないが、健康増進の意義をふま

え積極的にf倍量するよう努めるべきである。また同

時に、労働負荷や労働環境等、労務管理の面からも

健康状態に応じて配置転換、労働時間短縮等の就業

上の措置も十分かつ適切に行われるようにするこ

とが大切である。

しかし、これまでの総量から考えて、経済的負担

が小さくない上、経営に対する効果力勾之明であると

いう理由から、小規模事業者の多くは産業保健活動

に対しては消極的である。そこで、小規模事業場に

おける健康管理体制の整備を図るためには、少なく

とも制度が定着するまでの問、国からの適切な助成

が必要である。また、上述のように段階的に施策を

期量することが最も現実的であるが、現在問題とな

っている急速な高齢化の進展在考慮すると、健康づ

くり対策確立の最終目標まで早急に到達する必要

がある。そこで、助成策は、これら健康づくり事業

をも視野に入れた、総合的健康保持増進体制をっく

り上げることを目標に置かなければならない。

したがって、「これからの産業保健のあり方に関

する検討委員会J (労働省)が提案している節目健

康診断等を、単なる健康診断事業の増加に終わらせ

ることなく, *tf続的な健康づくりのための制度とそ

れを支える人材確保の方策に結びつけて検討する

ごとか童話Zである。

小規模事業場における産業医活動のあり方を検

討する上で、全ての労働者に対して産業保健サービ

スが提供できる産業医の選任体制を整備すること

を基本的な目標とすべきである。しかし、さしあた

って産業医の数と事業場側¢受け入れ態勢等を考

慮すると、従業員数が3 0人以上と未満とに分けて方

策を考える必要があろう。

3 0人Lえ土の事業場の場合には、それぞれの事業場

が産業医を選任すべきで、原則として現行の 50人以

上の産業医活動に準じた業務が提供される体制を

整備すべきである。さらに、産業医が選任されてい

ることを前提に、衛生委員会の設置を従来の犯人以

上の事業場から 3 0人以よの事業場に改める等、健康

管理体制在確立するように法規を改める必要があ

る。

産業医の選任を義務付ける事業場をより小規模

にした場合、高度の、かつ画一的な産業医活動がい

ずれの事業場でも行われることを期待することは

難しいとも考えられるので、事業場の規模に応じた

法定の最低業務の内容を再検討する必要がある。た

とえば、職場巡視の頻度を画ー的に月1回と決める

だけではなく、業種や有害業務の有無等誌の実態に合

わせて、震業医が自ら決められる部分をも含めた、

弾力的な制度にすることを検討する必要があろう。

また、地域産業保健センター(以下、「地域セン

ター」という)に登録することにより、集団として

産業保健サービスが受けられる体制づくりを積極

的に総量する必要がある。小規模事業場の多様性を

考慮して、事業場側が自主的に選択して産業保健サ

ービスの受け方を決めることが望ましい。この際、

地域センターが主要な産業保健サービス提供形態

であるので、効果的な活動が行われるように体制の

整備を図るべきである。また、 3 0人未満の事業場に

対しては、実態に即した産業医選任方式を検討する

必要がある。また、 3 0人未満の事業場に対しては、

実態に即した産業医選任方式を検討する必要があ

る。まず、選任の形をとる場合は、地域や業種、資

本系列等に応じて、複数の事業場が共同で産業保健

サービスを提供する体制を整備することが考えら

れる。

2 地域産業保健センター事業活性化の進め方

a 地域産業保健センターの実態調査結果

地域センターは、平成主年より労働省が開始した

郡市区医師会に対する委託事業である。本委員会

は、地域センターが設置され約2年が総晶した平成

7年7月の時点、で、それまでに設置された倒の地域セ

ンターを対象に、事業を担当する医師会と、地域セ

ンターから個別訪問産業保健指導等のサービスを

受けたことのある事業場の両者に対する調査を行

った。その結果を巻末に資料1 (省略)として添付

したので、詳細はそれを参照されたい。全国の労働

基準監督署管内に地域センターの設置が順次進め

られている現状において、本調査結果から判明した

実情から、地域センター事業を当面活性化させるた

世の条件として以下の諸事項古ヰ旨摘される。

a;地域センターの活動はコーディネーターの活

躍に負うところが大きい。コーディネーターは地域

の関連諸団体への働きかけも活発に行ってきてい

る。しかし、マスコミを利用した宣伝や関係団体を

通じた事業場に対するアプローチは、相談窓口や事

業場個別訪問件数ぬ増加には直接結びついていな

い。むしろコーディネーターが事業場と緊密に連絡

をとることが効果的である。コーディネーターには

労働基準監督署の署長や監督官、専門官の経験者が

着任すると地域センターの活性化に繋がる例があ

る。また、労働基準監督署の協力体制がよいところ

では相談件数か多い。

②地域センターの登録医が事業場を個別訪問す

ると、その後、地域センターでの相談件数が増えて

おり、個別訪問件数を増やす努力をすることが地域

センター事業の活性化に結びついている。

③事業場側としては、地域の診療所や病院に夜間

や土 日曜日に栢談窓口が設置されることを希望

しており、その内容も、健康相談だけでなく、産業

保健の広い分野に相談範囲が拡大されることを望

んでいる。また、産業保健講習会の開催や職場巡視、

作業環境改善の指導等に対する希望も多い。

@也域センターの業務を進めるにあたり、地域セ

ンター登録医の実践的技術向上は不可欠であり、地

域センターで指導的役割を果たすリーダーの養成

が急がれる。

b かかりつけ医と産業医

地域センター事業の充実を図るためには、健康診

断から生活習慣改醤旨導に至るまでの、継続した健

康管理事業の提供体制を整備する必要がある。ま

た、産業保健は生涯を遥じた健康管理体制下で行わ

れるべきであり、医師会を中心とした地域保健活動

と緊密な連携を図る必要がある。したがって、今後

は益々かかりつけ医である産業医が地域センター

を基盤として産業保健活動を展開することが望ま

れる。また、保健婦等と協力して、訪問相談指導

活動を積極的に実施することが必要である。

そのためには地域センターと市町村保健センタ

ーとのi弱秀を深める等、可能なものについては地域

における保衛舌動の一元化を図ることも検討すべ

きである。また、多くの地域ではすでに労災指定医

療機関が産業保僚苦動に積極的に参加しているが、

これら地域における医療資源が有機的に地域産業

保健体制に参画できるようさらに連携を進めてい

くことが必要である。

c 地域で実施されてい吾労働者を苅象にした

各穣趨廓診断

地域においては、老人保僚去や政府管掌健康保険

の保館前t施設事業による健康診断等、労働安全衛

生法に基づくもの以外にも、労働者の一部または大

部分を対象とする各種の健康診断制度が錯綜して

いる。中小企業では、これら他制度の健康診断をも

って、事業者に実施義務がある労働安全衛生法の定

期健康診断に代えていることが少なくない。このよ

うな場合には、法で決められた産業医の職務である

働康診断の企画立案や事後措置が十分に果たされ

ていない。

このような実態は、各担当官庁がそれぞれ実施

し、成果を上げてきた事業であるので、直ちに変更

できるとは限らない。しかし、受診者の立場からみ

た時、制度によって異なった取り扱いを受けること

は好ましくない。今後は受診者の立場に立ち、これ

らの錯綜する事業を整理統合し、生涯を通じた健康

管理体制を確立すべきである。これら健康診断の大

部分を実施しているのは地域の医療機関であり、医

師会が主導し、別々の制度で実施された働康診断結

果在、受診者の立場に立って、統合して活用するこ

とが必要であろう。

集団健康診断の--iIlは、医師会とは直接関係ない

健康診断機関で行われているが、健康診断機関が担

当するものについても、地域医師会や地域センター
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を通じて情報の｝元化を図ることが極めて必要で

ある。また、健康診断の質在高めるために、集団健

康診断を担当する医療機関の閣での精度管理等、連

携強化を検討すべきである。

d 健康力一ドを利用レたデータ管理の推進

健康管理に関しては現在でも老人保健法の健康

手帳や労働安全衛生法による健康管理手帳の制度

がある。しかし、老人留縫法による乎帳は、各保健

事業との関連や継続性に配慮していないことと、紛

失しても再発行が容易なので、このために過去の情

報が失われるという問題点が指摘されている。ま

た、労働安全衛生法で定める健康管理手帳は、ー定

の有害業務についていた労働者に対して退職時に

交付するものであり、目的が限られている。

上述のように、たとえ健康診断の実施主体が異な

っていても、健康診断結果に関する情報が、地域セ

ンターで一元的に管理されていれば、その後の事後

措置は地域センターを中心に医師会の責任で進め

ることができる。情報統合を進めるためには、コン

ビュータによる健康カードを利用することが効果

的である。受診者が個人毎にカードを持てば、年に

よって異なった医療機関で受診しても、地域センタ

ー登録企業の労働者のデータを、地域センターで一

元的に管理することによりJ也続性を維持すること

が可能である。将来、情報管理の対象地域の範囲が

十分に大きくなれば、転居等によっても散逸しな

い。全ての制度による健康診断の生涯を通じたデー

タ管理が可能になる。このような情報に基づいて、

事働縛を充実させることにより、健康増進に関す

る科学的根拠の確立が進み、ー層効果的な健康管理

の充実在図ることができよう。

カードを利用したデータ管理の体系を実現する

ためには、まず、医師会主導で健康カ←ドのフォー

マットを統一する必要がある。地域における健康診

断を受託する際に、医師会様式のカード使用を条件

に普及を図れば、近い将来に統一化は不可能ではな

い。

労働者の健康情報が、このように本人のもつカー

ドを基盤として、地域センターで維持管理されるよ

うになれば、これまでのように事業者が労働者の健

康情報を直接管理することがなくなるので、プライ

パシ一保護の観点、からも望ましい。このため、事業

者が安全配慮義務を果たすために最低限必要な情

報が何であるかを童鯉し、産業医がその情報を事業

者に提供する方法についてあらかじめ検討してお

く必要がある。

この他、地域における産業医選任状況や、関連法

規、産業』医学情報等の地域産業保健情報を有機的に

活用できるようにするため、産業保健才街藍センター

との連携を含め根本的な検討が望まれる。

e 地減産業保健包ンターにおけ岳民ンタルヘ

ルスケア・特殊健康診断等の活副

地域センターは、大部分の労働者にとって、健康

診断や健康相談等の日常的サービスを受ける場と

して、必ずしも短時間内に行けるところに立地され

ているとは限らない。したがって、小規模事業場を

対象とした健康診断や事後指導等の日常的業務は、

地域センターへ登録した医師会員の診療所・病院

等の施設を、地域センターの紹介により利用した方

が効期甘である場合が多い。診療所・病院等の施設

を利用する場合には、地域センターを利用したこと

による具体的メリットが相談者に理解されるよう

な手法を採用することを十分考慮すべきである。

メンタルヘルスのようなプライパシーに関わる

問題は、ある程Jl:i由理的に離れた適正な場所に格談

窓口を設けることが望ましい。また、第一線の産業

医にとっても特殊健康診断のような特殊技術を必

要とするものについては、後方支援拠点としての地

域センターが整備されれば、信頼性や効率の面から

みて地域センターを活用することが望ましい。地域

センターだけで処理できないものは、産業保健推進

センター等の支援車邸離を整備することによって、地

域センターを中心とした地域における総合的産業

保健サービス提供体制を確立することが可能とな

ろう。このような観点、から、産業保健推進センター

の機能を推進するための方策について巻末資料 II
(省略)にまとめたので、参照されたい。

f T H P事業の見直レ

官王F事業は昭和54年の r35歳以上の中高年齢者の

健康づくり運動を企業内において推進するS H P Jを

塙矢とし、昭和63年の労働安全衛生法改正によっ

て、「全ての年齢の労働者を対象とした心とからだ

の健康づくり」古事業場の努力義務として実施され

ている事業であり、現在では予算規模の上でも労働

衛生行政の要の一つにもなっている。しかし、最近

産業保健推進センタ一事業に隠する調査の一環と

して行われた事業場に対する調査では、事業者が期

待する業務の上位に位置づけられておりながら、普

及率の進展は十分とはいえない。特に中小企業にお

ける近年の停樹頃向は本事業の根本的見直しの必

要性をも示唆している。

古Eは、事業の実施方法は示されているものの、

その効果判定の方法が明示されていない。事業者に

とって泡念はわかっても、投資効果が具体的に理解

できないことが、本事業足踏みの一因であると考え

られる。特に、中小企業に対する財政支援が3年間

で打ち切りになることが、短期間で本事業が中断さ

れてしまう原因としてしばしば指摘されている。支

援の方法や実施体制(複数の選択肢等)を見直す必

要があろう。

百Eばその目的から考えても、継続的なプログラ

ムとして定着させることが最も大切である。上述の

財政支億期間の銅蹄甘もさることながら、百Eか産業

保飴吉動の一環であるとは言われながら、業務の質

を担保するための講習受講が、あたかもT H P事業担

当者の免許のごとく受け止められている等、結果的

に別事業のような扱いになってしまっているとこ

ろに、真の問題点が存在すると考えられる。百Eが

提案されるに至った経緯は、従来の予防型産業保健

活動の限界を打破することにあったと考えられる

ので、本来百E活動は、産業保健活動そのものとな

らなければならない。

したがって、今後はこれまでの実績を踏まえ、総

合的見地にたって最善の実施方法が導入できるよ

う、産業医の主導により、事業場内の健康管理活動

の一環として実施できる体制づくりをする必要が

ある。また、特に小規模事業場の場合には、地域セ

ンターを軸とした地域における産業保健サービス

提供体制を整備するにあたり、この百E事業を地域

センターにおいて、どのように総合的事業として定

着させるかについて、十分に検討する必要があろ

う。

g 保健指導及び事後措置の充実

健康診断の重要性は受診者や事業者に十分浸透

しており、健康診断後の事後措置を充実することは

事業者にとって最も理解しやすい事業と考えられ

る。地域センター事業を活性化させるためには、現

在十分に仔われているとは言えない事後措置の一

環として、働康指導や就業に伴う措置を徹底するこ

とが最初に手掛ける事業として最も重要かつ適当

な内容であろう。

健康診断の主要目的は、①潜在疾病の早期発見に

よる早期治療と、②リスクファクターの観察結果に

基づく継続的健康教育の実施である。しかし、これ

までに実施されてきた事後措置については、①を目

的とする有所見者の二次検査、精密検査へ偏重しす

ぎた傾向が否めない。これは、担当する医師のみな

らず受診者にも、健康診断の目的として前者があま

りにも深く根付いてしまっているからであろう。

真の事後措置は継続的なものでなければならず、

次回の定期健康診断までの健康管理活動に有機的

に結びつくものでなければならない。したがって、

最近健康診断機関等が事後措置まで受託する傾向

があるが、基本的には産業医でなければ真の事後措

置を担当できないはずで、中途半端な措置に終わる

ことなく、産業医活動の一環として実施される方向

で指導していくことが必要である。したがつて

域セン夕一に登録した産業医が、かかりつけ医の立

場から、効果的な地域産業保健サービス提供体制確

立の指導的役割を果たすことが望まれる。

今後は、健康増進を視点に入れた事後措置に重点

を置き、その方法を研究開発し、あらゆる研修会等

を通じて、産業医に周知徹底するとともに、労働者

に対しでも正しい健康管理の考え方についての教

育に力を注寸必要がある。

h 地域産業保健連絡協調会の活性化

標記の協議会は、昭和 5 8年3月9日付の労働省労働

基準局長通達において各都道府県に設置が勧奨さ

れたもので、地域における産業保健活動活性化のた

め、医師会、行政、事業者3者の協議を目的とする

車邸置である。標記の協議会に加え、郡市区医師会の

単位でも地区協議会が設置も勧奨されている。その

結果、現在までに都道府県単位では全て協議会が設

置されている。地区協議会に関しては宋設置地区が

少なくないが、前田は不明である。これら協議会は、

産業保健活動在地域のニーズに合わせて推進する

機能古朔待されているものである。しかし、その後、

都道府県には産業保健推進センターが、また、各労
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働基準監管署単位には地域センターの設置が進め

られるようになったので、これら地L域センターが設

置されるという条件の下で、両協議会のあり方を再

検討し、協議会を活性化していく必要がある。

なお、厚生省は昭和63年に、老人保健法の健康診

査を効果的に実施するために、職域保健サービス提

供主体と地域の行政や医師会、関係団体との連携を

図るために、都道府県に対して、職域保勝野告協議

会の設置を要請した。しかし、これまでの設置状況

や活動実態は必ずしも活発ではない。上述のよう

に、地域及び地区産業保健連絡協議会のあり方を再

検討する際に、この職域保健連絡協議会も考慮に入

れておくことが望ましい。

3 地域産業保健センターの将来像

現在の地域センターは、労働省から地域医師会に

対する委託事業として、予算の範囲内の事業に限定

して活動することになっている。その内容には、全

国一律で制約が多すぎる点や、事業内容も限られて

いる等の問患者が指摘されている。し古か冶し、この地

域セン夕一を

て早急急、に全霞に設置すベきであり札、当面は巻末資料

IIIド「地域産業保健セン夕一事業活動マニユアル」バ(省

略)等を参照の上、現行地域セン夕一活動の充実に

努力すベきである。さらに、近い将来、次の発展段

階に入ることを想定して、地域センターの充実策に

ついて今から検討しておく必要がある。

まず基本的な考え方として、地域センターを中心

に地域産業保健活動を推進すべきことを確認する

必要があろう。その上で地域センターの果たす役割

について、多角的に検討することが重要である。

地域センターを基盤として実質的な活動を展開

するためには、それを支える要員在確保することが

先決である。現在のコーディネーターに加え、協力

員やリーダ一等、産業保健在支える各種の専門家の

協力が必要である。また、産業医以外の医師につい

ても、各専門領域からの協力は不可欠であり、これ

ら専門医¢登録も進めるべきであろう。

地域センター古溝つべき実質的業務としては、産

業医選任やその他各種の産業保健に隠するデータ

管理等の業務が考えられる。これらの業務は地域に

よって既帯機関の活動と競合するものもあり得る

ので、整備計画を策定するときは、地域ごとにそれ

ぞれの事情に応じて弾力的に整備できる方法を採

用することが望ましい。

E 産業医の資質向上とそのための
研修のあり方

前節までに述べてきたような、将来の地域産業保

健体制の確立には、疾病治療を基盤とした既存の医

学体系の知識や技術だけでは不十分で、健康を基本

的視点、に据えた医学体系の導入が不可欠であり、こ

の面での産業医の経験や能力の資質向上を図る必

要がある。しかし、産業医業務に対する適正な評価

とそれに見合う待遇が伴わないと、単に研修の機会

を増加させることだけで資質向上を図ることは困

難である。したがって、産業涯の資質向上のために

は、産業医に対する社会的評価を高める努力と、研

修の機会や内容を改善する努力とが相まって推進

される必要がある。

そのためには、まず現行の日本医師会認定産業医

資格を産業医受託の要件とし、産業医として最低限

必要とされる資質を担保することから始めるべき

である。その上で、認定産業医の知識や経験等の能

力向上を図る必要がある。その結果として、産業医

活動には、それなりの能力が必要であるとの認識を

医師会員に定着させることになり、事業者に対して

も産業医活動に対する正しい認識を浸透させるこ

とが可能になろう。

日本医師会の認定産業医制度が発足して以来、各

地における産業医研修の格段の充実が図られ、産業

医の資質は以前に比し大きく向上したロすでに多く

の産業医が基礎研修を受講し、講義形式による基礎

研修に関しては一定の成果を上げたといえよう。し

かし、産業医としての資質をさらに向上させるため

には、知識のみではなく、産業医経験を通じて技術

や判断等の能力在高めることが必要であり、現在の

研修方法を改善する必要がある。

そこで、基礎的研修が修了したあとは、参加型の

自主的な鱗嘩等により、産業医の継続的能力向上を

図るべきであり、今後は次第に実務を主体にした修

練の必婆臨痛まると考えられる。特に、産業医実

務を進める中で行われる、いわゆるm血ejob

回皿ng は、このような資質向上には欠かせない。

そのためには地域におけるリーダー養成研修を充

実させる必要がある。リーダーが必要数確保される

ことにより、地域センターが地域の産業医の実践的

修練の場として活用されること古繍待される。これ

は、結騨甘に地域センターにおける実践的業務の充

実にもつながるものである。

現状では、このようなリーダー養成のための産業

医実務修練を一貫して提供できる機関としては、産

業医科大学産業医実務研修センター1カ所であり、

全国のリーダ｝必要数を考慮すると、到底その全て

を対象にすることはできない。将来は全国に計画的

に実務修練を提供できる機関の配置が必要である

が、当面、東日本を対象として、少なくともlカ所

以上の実務研修センター設置が必要である。この施

設における研修内容を考慮すると、施設面では実習

設備に加え、宿泊施設の設置が必須である。

E 産業医制度改善の方策

現行の産業医選任制度における実態は、企業規濃

が小さいほど選任率が低い等、各種の問題が指摘さ

れてきている。しかし、前述のように今後の課題は

これら小規模事業場に対する産業保健サービスを

いかに充実させるかにある。

小規模事業場を対象とする産業保健活動を普及

させるには、ます現行の産業医選任基準を3 0人以土

の事業場まで引き下げるべきであるロこの場合の産

業医の需給関係については、巻末資料N (省略)の

調査結果でも産業医受託カま可能であることが示さ

れている。また、 30人未満の事業場についても、複

数事業場の共同選任の形態や、地域センター登録を

通じた間接選任方式を具体的に検討し、可及的速や

かに全労働者に対する産業医サービス提供体制を

実現すべきである。

このような新しい選任形態を考慮して、産業医の

定義等を再検討することにより、共同選任に対する

産業涯の法的位置づけを明確にし、権限、責任のあ

り方を整理する必要がある。

現時点で産業医活動を活性化させるためには、産

業医契約の改善が重要である。現状では口頭による

契約しか交わされていない等、産業医契約の実態に

は様身な問題点が指摘されている。新しく研修を修

了した産業医の活躍の場を確保するためにも、明確

な契約なしに継続してきている産業医第約は3部甘

期間を明確にする等の改善が必要である。また掛甘

内容としては、業務の内容,5く1車場自聞を必ず盛り込

む必要がある。これによって、事業者の産業保働百

動の意義評価に対する認識を高めることになり、

産業医に対する正当な期待感カ清まり、応分の報酬

古ま支払われることが期待され、産業医活動の活性化

に繋がるものと思われる。

産業医契約の内容を具体的に改善するにはなお

今後の検討が必要である。改善の参考に、これまで

実際に都道府県医師会で用いられてきた契約書を

集約した参考例(巻末資料Vー省略)を添付してあ

る。新しく契約書を作成する際には、この契約書を

参考に、それぞれ地域の実情に応じて上記の改善す

べき点のうち実行可能な項目を順次盛り込んでい

くことが望まれる。

また、認定彦業医としての共通基本業務(健康診

断および事後指導・措置、職場巡視、安全衛生委員

会への出席、衛生管理者との連携等)を再確認する

とともに、これらの業務の進め方については、標準

的方法、問題目民草決法等のマニュアル作成が望まれ

る。また、それに基づく研修の機会を確保し、研修

に必要な教材等の整備に努め、認定産業医として十

分に評価される技術が習得できるように努力する

必要がある。

このような改善と平行して、労働安全衛生法にお

ける産業医の職務権限を明確化することも必要で

ある。それにより、的確な産業医活動からもたらさ

れる産業医の勧告に対する事業者の実施責任を明

らかにして、産業医活動の社会的評価を実質的に高

めることが期待される。勧告等の合法的な産業医活

動に対する産業医の身分保障に関する規定の整備

も平行して行われなければならない。

資料(省略)

I 地域産業保健センヲーの活動状況に関する謂

査報告書

E 都道府県産業保健推進センヲーについての提

言
置地域産業保健センヲ一事業活動マニュアル

lV 産業医活動の実態に関す吾謂査結果

V 産業医契約書参考例
四
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麟.Iむ露悪基準に本額融
による粟鰐亮等者遺翻
改正f畿の認定件数は倍以上

労働省は、平成8年1月22日付け基発第3()号通達

(別掲)をもって、「脳血管民愚及び虚血性己1疾患等

(負傷に起因するものを除く。)の認定基準」の一部

を改正した。同認定基準については、労働省内に設

置された「脳・心臓民愚等の労災補償の検討プロジ

ェクト委員会」の検討結果報告書(平成6年12月16

日 9 5年4月号参照)を受けて、昨年2月に改正され

ている(平成7年2月1日付け基発第38号- - 95年4月号

参照。負傷に起因するものについては、従来の昭和

62年 10月26日付け基発第印号が適用される)。

今回の改正は、昨年の改正に際し、なお検討課題

となっていた「業務を原因とする不整脈による突然

死等の労災認定について、専門家会議を設置して認

定基準の設定等について検討する」としていたのを

受けたもの。労働省では、平成7年1月から「不整脈

による突然死等に関する専門家会議」を設置して検

討してきたが、検討結果が労働省労働基準局長あて

報告されたので、それを踏まえ、今回の改正を行っ

たと説明している。ただし、別掲のような検討精巣

の「要約」は公表したものの、専門家会議の構成や

報告書そのものについては明らかにしていない。

今回の改正の具体的内容は、認定基準で「取り扱

う疾病(対象疾病 )J に、「不整脈による突然死等」

を加えただけと言ってよい。「認定要件」は変わっ

ておらず、「認定に当たっての留意事項」に関係事

項が湖目され、「急性心不全」についての説明を一

部修正(削除)した。

国家公務員(平成7年3月31日付け職補1ω95年

7月号参照)及び地方公務員(平成7年3月31日付け

地基補第47、4 8号)では、すでに昨年の認樹齢十(基

準)改正の際に、対象痴青に「心停止Jr心勝性突

鯨 EJ r肺塞栓症Jr大動目幡(書離を含む。 )Jを追

加し、「虚血性心鳴患等」という区分も「心・血管

民患」に改めているので、労働省は、 1年遅れで「不

整脈による突然死等」しか追加しなかったというこ

とになる(ただし、「不整脈による突然死等」の「等」

については何も説明を加えていない)。

労働省は、また、昨年2月1日の認定基準改正から

12月 31日までの脳・心服民愚等(業務上の負傷に起

因するものを除く。)の認定件数を別掲のとおり明

らかにし、 6 3件で過去5年間の平均年間件数29.6件

の倍以上になっているとした。

なお、平成8年度予算案によれば、「脳・心臓威容

等に関する改正認定基準の定着」として、窓口相談

の充実(月 10回→月 12回)、フリーダイヤルの設置、

毎月I国「全国一剤臓日」を定め相談員を配置(委

託先: (財)労災年金福祉協会)をあげて
いる。 困

記』必起訴抵抗町徒主潟諒山
続詑吋川ハ旬抗日日寸+中山市弛叫べ 

町 V川+川沖潟寸川比咋九川誌記矧 
山 J主将主主凶川川小手足寸主おお時十ザ公民話器

脳血管疾患及び虚血性心波患等(負傷に起因する

ものを除く。)の認定基準(以下「認定基準」とい

う。)については、平成7年2月1日付け基発第 38号通

達をもって示したところであるが、今般、「不整脈

による突然死等に関する専門家会議J(平成7年1月

設置)の検討結果古ま取りまとめられたことから、こ

れに基づき、認定基準に「不整脈による突然死等J

の取扱いを加えることとし、同通達の一部を下記の

とおり改めたので、今後の取扱いに遺漏のないよう

万全を期されたい。

言日
1 el!正の趣旨
今般、「不整脈による突然死等」を認定基準にお

いて取り扱う疾病として規定するごととしたもの

である。

2 改正内容

(1 ) 第IのIの (2)虚血性J己咳患等の中に新たに「ホ

不整脈による突然死等」を加え、解説を次の文

に改める。

「虚血性心疾患等Jとは、冠循環不全により、

心機能異常又は心筋の変性壊死を生じる虚血性

心疾患(イからハに掲げる疾患)並びに解離性大

動脈痛及び不劃脈による突然死等をいう。

(2 )第2の2の(3)の次に(4)として、次の文を加え

る。 

(4)不整脈について

「不整脈による突然死等」とは、不整脈が一義

的な原因となって心停止あるいは心不全症状等

を発症した場合であって、その原因が医学経験則

上、業務による過重負荷であると認められる場合
をいう。

したがって、業務上外の判断に当たっては、次

の区分に従い、被災者が持つ基礎J己、疾患、既に保

有している不整脈等と業務負荷との関係を総合

的に判断する必要がある。

①基礎心民愚等が帯在する場合(下記②の場合

を除<0)の司澄脈による突抑E等の業務上外

の判断に当たっては、これらの不整脈が、基礎

にある異常な病態が原因となって発生する可

能性が高いことから、基礎心疾患等が業務によ

って急激に著しく増悪したものであるか否か

を判断する必要があること。

②発症前に基礎心、疾患等が認められない場合、

文は基礎心民意等の病変がごく軽度であるた

めにその存在が明確にされていない場合の不

整脈による突然死等の業務上外の判断に当た

っては、この司警脈が業務による明らかな過重

負荷を発症前に受けたことにより発生したも

のか否かを判断すること。

(3 )第2の3の (3)のロの文中「通常、心臓が町内

停止した状態をいい、」を削除する。 凪J.Il

不整脈は、その原因において心臓の器質的、解剖

学的異常等が明らかでない場合があるが、通常は心

臓に認められる様々な基礎疾患があるときに起こ

り、日常生活上の、あるいは業務中の精神的、身体

的負荷など各種の誘因により急性増悪することが

医学的に知られている。

一方、才警脈は、その症状が軽いものから致死的
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脳血管民事及び虚血性' U疾患等(負傷に起因するものを除く。)の認定基準の改正のポイン卜

対象疾病

(1 ) 脳血管疾患
イ脳出血
ロくも膜下出血
ハ高血圧性脳症

(2 )虚血性心疾軍
イ 時性心停止
口狭心症
ハ心筋梗塞寵
二解磁性大動脈纏

唱叶

(1 ) 脳血管疾患
イ脳出血
口 くも膜下出血

I
II

r一一一一一一一一一一(追 加) ←一一一一一一一一「 
Ir不 劃脈こよる突然死等j IIc 平整脈が一義的な原因となって L惇止あ吾L志川

|

ハ高血圧性脳症
(2 )虚血性心寵哩

イ 時性心停止
口 狭心症
ハ心筋梗塞症
二解離性大動脈癌
事不整脈こよ吾突然死等ト→ 不宝石E状が発症した場合

2 認定要件(従前と同じ)

次の(1)&び(2) のいずれ由要件をも宵たす場合
(1 ) 次に掲げ吾イ又はロの業潜によ吾明ら力、な過重負荷を莞症前に受けたととが留めちれ吾こと.

イ 発生状態を時間的及び場所的に明確にじ得奇異常な出来事(業務に起因する出来事に限吾固)1こ遭遇したこと。
口 日常業務に比較レて、特に過重な業務に就労じたこと.

(2)過重負荷を受けてから症状の出現までの時間的経過が、医学上妥当なものであること。

3 認定に当たっての留意事項(追加)

業務上件の判断に当たってl乱被災者が持
つ基礎心疾患、既に有じていた不整脈等と
業務負荷との関係を総合的に判断する.

基礎心疾患等が存在する場合
不整脈の原因とな吾基礎心疾患等が業務によって急灘に著しく
培悪レたものである力、否かを判断する。

基砲心疾患等が不明等の場合 
不整怖が業務田過重負荷により発生したものであるかき骨を判
断す吾。

脳血管疾患及び虚血性,む疾患等
の労災補償状況

認定基準改正後の認定件数

平成7年2月1自由ら 12月318までの間

63

村主業務よの負悔に起因するものを除く。

2 過去5年閣の認定件数の推移及び平均

村主業務上の負傷に起因す吾ものを除く。

なものなどその程度に差があり、過重負荷がない場

合でも発生する可能性があることも留意しなけれ

ばならない。

このようなことから、心停止あるいは心不全症状

等古河ミ整脈により発症した場合であって、その原因

が業務の過重負荷によると医学的に認められる場

合は、労災補償の対象とすべきである。

したがって、業務上外の判断に当たっては、次の

区分に従い、被災者が持つ基礎心疾患、既に保有し

ていた不整脈等と、業務負荷との関係を総合的に判

断する必要がある。

(1 ) 不劉Rの原因となる基礎心疾患等があるとき

の不整脈と業務負荷との関係は、基礎にある異常

な病態が原因となって発症する可能性が高いこ

とから、基礎心疾患等が業務によって急激に著し

く増悪したものであるか否かを慎重に判断する

必要がある。

( 2 )殆宣前に基礎i己場三患等が認められない場合、文

は基礎心民壱等の病変がごく軽度であるために

その存在力咽E確にされていない場合には、不整脈

が業務による過重負荷により明らかに発生した

ものかど汎判断する必要がある。

m盟

井上活
全国安全センター副謹畏

1971年のいろいろ

役所の機密費作りは昔も今も、カラ出張、架

空人物雇用、架空会議の開催、物品の水増し購

入等である。しかし、書類はきちんと作成され

ており、印鑑も押しであるので、通常の会計検

査で見付かることはない。検査する人も、そう

して作られた機密費で接待を受けているので、

常識で考えればおかしいことである。もともと、

接待費の予算などないことを知っていて接待を

受けているのだから何とも言いようもない。以

下に、 1971年4月旧から1972年3月31日に至る1

年間に行われた労災補償課のカラ出張月日、出

張先、出張金額を掲げる。私以外のカラ出張者

はアルファベットで示す。

6 月7 日 ～11 日京都局 M課長・ A調査官

54.400円、 6月8日山形局M補佐・ Y係長37.360

円、 6月 14日 ～18日札幌市砕南佐・ H係長

“,銅円、6月 14日～18日長崎局 M監察官 Y監

察官邸.080円、8月25日 ～28日福井局 H審査官

.u係長 42.αJO円、8月30日 ～9月3日鳥取局井

上監察官・ Y監察官 56.3ω円、8月30日 ～9月3日

徳島局 E監察官・ H主任 57.8∞円、 8月 30日 ～9

月3日鹿児島局同菌佐 'H係長67.8 ∞円、 11月

8日 ～12日大阪・岡山局 Y監察官 28.980円、 12

月6日~1O日盛岡局 F補佐・ Y係長 50,8∞円、

12月20日 ～24日福岡局 U係長 31.540円、 12月

20日 ～24日佐糞局 H主任 31.540円、 12月23日

～25日京都局 B備佐 32,200円、 72年2月 14日

~18日香川局M課長 28,5剖円、 2月24日～26日

大阪市 Y係長 20,520円、 3月6日 ～8 日大阪局

M監察官 20,520円、 3月 14日 ～18日佐世保市H

審査官・ N医師 63.7ω円、 3月 14日～17日鳥取

市 W相談員 24.3ω円、 3月 16日～19日和歌山局

島蝶長 23,280円、 3月21日～25日福岡局 M補佐

.y最察官 64刈刃円、 3月21日 ～25日岩見沢市

A医師・ E医師 65,840円、3月21 日 ～23日尼崎市
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S医師・I医師 40剣 0円、 3月27日- 3 1日大牟田

市 U係長 31 ,7∞円、 3月27目 -31 日高知局 H主 

任 29,判。円、 3月27日-31 日大牟田市 H医師

31 ,醐円、 3月27日-31 日新居浜市N医師

29,380円 計 1,083,8∞円

役付が多いのは旅費が高いからであり、出張

が遠隔地になっていることともになるべく効率

的に行うことを考えたものであり、 1人のものは

実際の出張者の随行名義としたものである。具

体的には補佐カ帯十画し、 2人ともカラ出張のとき

は出張先に電話して名刺と資料を送ってもらい

出張復命書を作成する。相手局も同じようなこ

とをやっているのでヅーカーである。(最近都道

府県同士も行っていることを行っている人から

聞いた。これはまた、もっと手が込んでいて、

お土産までも、それも腐りにくい物を送っても

らったりしているという。)私には遠慮があっ

たものか一度しか利用されていない。その時は

Mf書佐が名義借用料として 3千円だかをくれた。

それを私はもらったので、やはり共犯かもしれ

ない。この 1∞万円余という金額は、当時の私の

給料の 10か月分位に相当しているので、さしづ

め現在の 5∞万円位の感じだろうか。手元に 1971

年 10月分の各暑の労災保険関係旅費予算額が残

っているので、それを合計すると9署で合計

126,8∞円である。

こうして作られた機密費は、一部は現金で本

省へ流れ、残りは接待費や職員の慰労会等に使

用された。この年度には本省から出てきた、い

わゆる本省の予算関係に顔のきく人がいたので

特に多かったのかもしれなし」本省では会計法

規上、地方でなくては現金化できない予算を話

し合いで流し、その幾分かを持っていくという

ことも行われていた。そして、それを頼みやす

いところに予算が多く iiii tLるということもあっ

たようである。

出張の配分

だれをどこに出張させるかということは苦労

の種であった。宿泊出張は金額が大きいので、

特に苦労した。他課では宿泊出張などは無理で

あったが、労災補償課は労災保険料による特別

会計だから自由であった。しかし、県内で宿泊

出張が認められているのは秩父だけなので、そ

こに全員出張させることもできない。秩父出張

は西部鉄道の優待パス等在使用すればほとんど

旅費負担は少なくてすみ、実際には日帰りで用

をすますことも多かった。万一宿泊しても秩父

署に頼めば会社の寮に出張でもらう宿泊料以下

で宿泊できるので助かった。そこで全課員が従

事する保険料調査と、保険料滞納整理の個人別

計画は適用係長や徴収係長は頭カ司高かった。あ

る日適用係長が私に言った。

「井上さん。保険料調査の計画を作成していた

だけませんか」

「ええ?私がですか」

「そうです。苦心して作るのですが、若い人か

ら文句が出るので困っています」

「旅費は収入に影響するから当然でしょうね。

しかし、私が作っても文句が出ますよ」

「いや、井上さんなら文句が出ないですよ」

適用係長は川越、春日部も一緒に勤務し、私

の最も馬が合う人なので断りにくく、遂に作る

破自になった。苦心さんたんして作ったら、や

っぱり文句が出た。白鳥事務官が私のところに

来て、

「井上さん。私はこの出張計画に反対です」

やっぱりと思って私は荷いた。

「どうしてですか」

「私の旅費の額は他の人に比較して余りに多

いので納得できません」

私は驚いた。通常は少なくて文句が出るのだ

が多いと言って文句が出たのだ o

「白鳥さん。旅費の総額はきまっていて、それ

を30人近い人に分配するのですから、どうして

も全員同額というわけにはいかないのです」

それでも白鳥さんは強く言った。

「わかっています。で、すから私を少ない方に変

更してください」

私は図って頭を下げて言った。

「気持ちはよくわかりました。しかし私も、も

う一度面倒な計算をし直したりするのはとても

できません。次回の出張計画の際にきっと調整

しますので今回は何とかこれでお願いします」

私は拝み倒してようやく計画の変更をしない

ですますことができた。この真面目な白鳥さん

は間もなく労働省へ行かれて、昨年4月 (95年)

安全衛生部計画課補佐から佐賀局長に栄転され

た。

ボ@ク協会のこと

佐賀局長であった横内氏がボイラー・ケレー

ン協会に専務で入られ、埼玉事務所在設立され

たことは前述した。基準局がボイラー・ケレー

ン協会に性飽検査を代行させないように動いた

ことも前述したが、最丘、浦和署時代に一緒だ

った田中氏に会ったら、その話ではボイラー・

クレーン協会は斉藤会長の関係で東北地方と

し、関東はボイラー協会とクレーン協会に代行

させようということだったので、そのような動

きがあったのではないかということだった。回

中氏は埼玉勤務時代に、東大工学部に 1年間金属

材料学か何かを研究するために事躍され、私た

ちは大へんうらやましがったものである。しか

し、そのことで人事上格別有利な扱いもなかっ

たようで、どこかの基準局の安全衛生課長で退

職し、長いこと中災紡の出先に勤務されていた。

横内氏とは高知局勤務時代に知り合っていた。

その横内氏古靖ムに言った。

「井上さん。うちのボイラーの代行検査をな、

東京基準局の検査官がやってるよ」

「ええ?現職の検査官がですか」

「そうよ。グリーン車で行っているよ J

私は全く驚いた。実はまだ驚くべきことを閲

いたが、ここには書けない。とにかく、検査官

というのはうらやましい存在であった。監督官

であっても事業場監督はほとんど行わず、署内

で大掃除等の行事があっても関係なく検査に行

き、車で送り迎えされることが多かった。一度

ある監督官(理工系)が署の2階に住んでいたこ

とがあったが、当直してみて驚いた。毎晩のよ

うに接待を受けて酔って 11時頃に帰っていた。

署員が宿直しているのだから少しは自粛すれば

良いと考えるのに、全くそんな様子は見えなか

った。罪悪感など全くないようであった。監督

課の監皆係長のときに、一度全暑の検査官の検

査復命内容を調査してみたことがある。別に私

の仕事ではないのだが、検査のレベルを見てみ

たかったのであった。ところが驚いたことに、

性能検査結果の指示内容は個人ごとに一定して

いたのである。例えば、ある検査宮は、どこの

署に異動しようが、ボイラー検査の指示は「水

面計に標準水面の標示がない。」ということだけ

である。私は驚いて安全衛生課長に対して調査

結果を説;s Jiし、検査担当富会議の際に強く指示

してもらうことにした。検査担当官の中には!日

制の商業学校出身の人もいたりした。大体、私

のような素人も、監督官というだけで時どき性
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能検査をしたのだから恐ろしい。そこで監督官

は監督業務に専念するように代行検査が多くな

り、現在ではほとんど検査を行うことはなく、

労働技官でもいまでは指導に専念できるように

なった。その課程でボイラー・クレーン協会等

¢代行検査機関は強化され、それに応じてまた

天下りも多くなっていったものだろう。その後、

横内氏は急死されるが、後続部隊が順調に送り

込まれているようである。

参考までに、 1971年の監督官試験は申込2,808

名、合格67名、前年はそれぞれ1 , 851名と 80名で

あり、その採用者は現准はそれぞれ本省課長補

佐、地方局課長、署長として活躍中のようであ

る。

役人のすること

最初に書いたカラ出張のことは、会計検査院

にも本省にもわからなかったが(もっとも本省

の一部で知っているのは周知の事実であるが)、

後にはわかってマスコミに報道され関隊者が処

分されたこともあった。例えば、愛知労働基準

局ではアルバイト使用人数を2倍に水増し、 53年

度2"制万円、 5 4年度1,5 1∞万円のカネを浮かし、

その中の820万円を接待に使用していたことが

発見報道され、局長以下6人が減給、 4人が訓告、

本省で戒告が4人、厳重注意が本省1人、愛知居

1人ということであった。ところで問題はJ嚇合

分は局労災業務課長主唱で各署長や役イすが1人3

千円づ、つ出し合って補填してやったというのだ

から涙寸ましいことである。そして、拠出者に

はお礼に靴下をくれたという。なお、実際の不

正金額は約1億円だったということである。この

事件が発覚したのは、某課長補佐の投書という

ことで、あった。そこで労働省のとった士ぢ衰のひ

とつは、従来地元からは任命しなかった局課長

のうち1人(監督と労災管理課長を除く。)を地

元からも任命して、地元の事情を人事等に反映

させ投書や告発を防止することであった。例え

は芳経の東京局では労働時間課長(春日部にも

勤務していた岡野監督官)、神奈川局では労働衛

生課長、埼玉局では賃金課長、愛知局や大j阪局

は労働時間課長がそれである。そして、現在で

は比較的小さい署の署長から局課長、それから

最右翼署の署長へという人事コースが定着した

ようである。かつて、局内最右翼署の署長ポス

トさえ、局長をあきらめた本省出身の地方巡業

課長に奪われた時代からすれば大進歩である。

不正告発のプラス面だろうロもともと、最初の

公募時化D監督官は、現在のように原則として

同一給与からスタ トし、ある段溜までは定期

進級ということでなく、合格時の前職により給

与を定め、その給与順番に進級させていたので

非常な不公平があった。一般職より給与が高か

った教員、郵政等の現業職、裁判所等からの採

用者はスタートから待遇が良く、学歴も、経験

も、能力も、人格さえもあまり考慮されないで、

その給与順番本位の人事が行われていたので不

満が底流していた。その不満は投書や、反抗や、

組合運動等となって大部分がガス抜きされてい

たのであるが、それに輪をかけた不公平なこと

古河号われていると考えると不正総理の追及とい

うことにもなったのであろう。)JJiの事件の渦中

にいた人から鼠丘聞いたことであるが、会計検

査院の担当官が架空アルバイトの名簿を持っ

て、局長室から各家庭へ直接電話し、事前に工

作していなかったl人で不正の全部が判明し幹

部が処分されたという。内部に通報者がいなけ

れば起きな山で問。
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監U掴 の リスト
異なるアスベスト関連痕患の補償

以下は、EnzoMerI町、 S匂f血oBriz亘両氏の論

文「ヨーロッパ連合 (EU) 諸国の職業病 とくに

アスベスト関連疾患の補償」の内容の紹介である

(杉浦裕氏に翻訳Uていただいたものを編集部で整

理した。参考文献リストは省略 )JNewSollu出血」

1995年秋号に掲載されたものだが、早い版は

「剛d四tiolo g'温 ePreve回 .oneJ に掲載され、研究

の部分的な結果は、也eC皿 .ve:伊oN岨0田ledi

Medicina Legale "La causatita' tra diritto e

田副ic皿a" in Pavia,l taly ,i n 1991及び恥4由

Europe岨 Work Hazard Conference,S heffield ,

U K,担I労2で報告されている。

はじめに

EUは、労働安全衛生の対象のひとつとして、加

盟国の、業務上 (wo立:-reJa国)として補償される

疾病のリストを調和させるよう試みている。数か国

の職業病補償のデータを比較して、現在までのEU

のアプローチの有効性について明らかにすること

がこの論文の目的のひとつである。また、アスベス

ト疾患の例をとりあげて詳細な検討を行っている。

ヨーロッパの職鵜青の補償の歴史をみると、今世

紀の初頭、いくつかの園が、職業病リストの導入に

よつて

た。労働現場での中毒物質の高濃度暴露が職業病を

増大させることがわかつてから、この決定はなされ

た。何古靖勝封書なのかという定義、補償のメカニズ

ム、具榊甘なリストは、固によって異なっており、

ヨーロッパ諸国のこれらのシステムを調和させよ

うという試みは、 1%停に、行動の最低の立法レベ

ルを定めた「勧告」によって始まった。最初の勧告

は、承認された職鶏甫リストに疾病を含めると予防

効果があること;各事例がカウン卜され、公衆衛生

当局がこのデータを用いて予防的な立法の有効性

を評価し得ると述べていた。

この論文では、 EU諸国の補償研究所

(四四戸田出血血姐曲節)に出したアンケート結

果の分析を示した。アンケートでは、補償システム

の概要とともに、アスベスト関連筑豊の補償につい

ての情報も求めた。アスベストの保健政策は、産業

医学や公衆衛生の症例研究にも用いられるので、こ

の点を調査することに決めた。

アスベストは、ヨーロッパで H'世紀終りから用い

られており、数年たってアスベスト労働者の呼吸器

疾患発生の疫学的データが得られるようになった。

この研究の特徴は、種々の検索システムによって

調べたアスベスト関連疾患の発生状況と補償事例

数を比較したことである。アスベスト関連民患の罷

患率データは得られなかったが、死亡率データは

WHOの死亡率データでEU諸国のものが得られた。

残念ながら、アスベストーシス(アスベスト肺)は

WHOに提出されたファイルに含まれていないの

で、アスベストーシスによる死亡率は評価できなか
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表1 EU諸国の職難病の補償システムの全般的データ

ベjレギ デンマーヲ フフンス ドイ、y ギリシャ アイルランド イヲリア!ルヲセンブ帥

最初のリスト作成年 1927 1933 1919 1925 1951 1967 1929ホ

補償シスァムのヲイプ 限定 混合 限定 混合 限定 限定 混合 混合

必要とされる最小の障害 1% 5% 不明 20% 33% 1% 11% なし

暴露後許される最大期間 なU 1年 平明 なレ 不明 不明 不明 なし

最初白リスト改訂年 1963 1978 1946 1929 1952 1973 1952 1952

リストの改訂帯同キ 6(64) 7(15)林 16(75) 8(66) 3(40) 3(24) 4(5 7)キ本*

リスト田平均永続性(年) 1 0 2.1 4. 7 8.5 1 3 8 14

本適用されたのは1934年かりだげ
神アスベストを言む立法が導入された1976年から算定
特本産業開曲者に関レて庫業労働者lま1958浮か弓補慣された
や榊()内四年数のうちに喧訂された回数(盟問者)イギリスはイングランドとウエルズ

った。アスベストーシスの死亡率については、 2~

3の菌についてしかデータが得られなかったo

結果

a 補償システムの全般的なデータ

イタリア、ベルギー、デンマーク、フランス、ド
イツは、 19四～193昨代の聞に、補償されうる職業

病リストを発展させたが、他の固は数年後から職業

病の補償を始めている(表1) 。

2つの基本的なシステムに区分できる。ある場合

は、補償されうる疾病は「限定」リストで、リスト

に掲げられた疾病しか補償を受けられない。「混合」

システムは、補償されうる疾病のリスト及び暴露と

の関係が確かめられれば他の疾病も補償されうる

メカニズムを含んでいる。 6か国(ベルギー、フラ

ンス、ギリシャ、アイルランド、イギリス、スベイ

ン)は、 EUが「混合」システムの勧告を決定して

から数年がたつにもかかわらず、「限定」システム

から「混合」システムに移行していない。

給付に要する最小の障害は、アイルランド、ルク

セ>プルグ、ポルトガルの1 %から、スベイン、ギ

リシヤの3 3 %まで、各国によってたいへん異なる。

最低暴露期間や暴露終了後の期聞を、補償のための

要件とする国はほとんどない。

b アスベスト疾患の補償

アスベストーシスは、調査したすべての国で補償

対象民患である(表2) 。フランス、ドイツ、イタリ

ア、スペイン、イギリスなどでは、 193()から194()l手

代に規定された疾病となったが、他の国々(ルクセ

ンプルグ、ポルトガル)では、19ω年代議半によう

やく規定された。中皮腫は、ギリシャとイタリアで

はまだ補償されておらず、胸膜プラークと肺がん

は、ごくわずかの園でしか補償されていない。

イギリスでは、最初の補償痴青のリストは1側年
まで承認されなかったにもかかわらず、アスベスト

織物工:場¢労働者の健康調査の結果、 I骨33年に、政

府がアスベストーシスの補償を決定したことを銘

記すべきである。

ドイツ政府は、 1943年に、同国の刊j行された研究

結果をふまえて、アスベストーシスに寵号した労働

者は肺がんの高リスクであり、アスベストが発がん

物質であることを決定した。したがって、補償痴青

のリストにアスベストーシスと関連した肺がんも

含むように拡大した。ドイツは、 3昨以土も前に全

く単独でこの決定を行ったが、現在においても、ル

クセンブルグ、ポルトガル、スベインだけが、アス

ベストーシスと肺がんとの関連を認めているだけ

である。

中皮腫については、南アフリカの疫学研究の結果

を受け、イギリスで19“年に補償されるようになっ

たのを除き、 EUの中では197低手代後半になってか

らだったoベルギーとデンマークでは、中皮腫はど

の商別立に発症したものでも補償されるが、他の多く

の国では心外膜の麗蕩は補償から除外されている。

胸膜プラークは、 1980年代後半から規定された疾

オフンタ ポI~ トガlレ スベイン イギリス

1962 1961 1946

開放 混合 限定 限定

15% なし 33% 14%

なし 不明 不明 不明

1973 1961 1948

3(29) 2(30) 34(53)

9.6 1.5 1.6

病に含まれ始めたが、 EUではわずか2か国だけであ
る。

表2で注意すべきことは、リストに明記されてい

なくてもアスベスト関連疾患が補償される可能性

である。アスベストーシスに関していえば、「じん

『ねという一般的な用語が用いられていた1946年以

前のフランスとスベインでこの状況があった。この

アプローチは、アスベスト関連疾患の補償を許容す

るが、これらが実際に起こったということを示すデ

ータはみつけられなかった。同じ状況は中皮腫や肺

がんにも当てはまり、アスベストーシスがある場合

には補償の対象になっているかもしれない。

いくつかの国では、国の補償研究機閣が、アスベ

スト関連疾患の補償認定給付件数を示すデータを

作成している(表3) 。この項目への回答がないため

にデータが得られないところでは、給イ村ミ与えられ

ていないのか、あるいはたんに給付数を数えられな

いのかわからない。

これによると、デンマーク、フランス、ドイツ、

イタリア、イギリスでは、現在でも新たなアスベス

トーシスにかなりの給付を与えている。フランス、

ドイツ、イギリス、イタリアでは、年間約2∞の新

しいアスベストーシス症例に給付がなされている。

アスベスト暴露による肺がんは、 1988年に、フラ

ンスで11伊j、イギリスで59例が補償されている。

ドイツとイギリスではL中皮腫の補償例は年間の

アスベストーシスの補償例とほぼ同じである。

フランスでは、 1988年に75く例の胸膜プラークが、

イギリスでは117例が、補償されている。

考察 |
主に使用されているアスベスト綴維のタイプは

固によって異なっており、これらの違いは、アスベ

スト関連疾患の発生の違いも生む。例えば、イギリ

スでは19 “年以降クロシドライト(青石綿)の使用

がなくなったが、他のヨーロッパ諸国では197 【席代

後半からもっと後まで大量に使1用された。イギリ

ス、フランス、イタリアでは原料のアスベストの年

間使用量は鼠1I2昨聞を通して同じくらいだが、ド

イツでは、第Z次世界大戦までは消費量がより多か

ったが、イギリスよりも早く減少している。他の園

今に関していえ』ま、スペイン、ボルトガ先、ギリシ

ヤなどではデータが不足している。おそらく、原料

アスベストの消費は少量になっているだろう。

補償の必要性はアスベスト関連疾患の発生率に

関係しており、これは明らかに上述した消費量及び

使用量に関連している。

アスベストーシスはもっぱらアスベストによっ

て起こり、ー般的には職業性暴露によって起こる。

1930年代4昨代の始まりとともに、イギリス、ドイ

ツ、イタリアのアスベスト使用工場でアスベストー

シスの研究が行われた。研究は横断的で、紛じんや

繊維の暴露が空気中で測定され、労働者は臨床検査

とX線でチェックされた。多数がアスベストーシス

でおかされていることが認められた。アスベスト織

物工場と造船所の労働者で認められた肺障害のパ

←センテージの高さの結果、イギリスとドイツは、

各々1931年と1936年に、アスベストーシスを職菊青

リストにとりいれた。上述したように、イギリスで

は最初の職菊甫リストが承認される以前に、アスベ

ストーシスは補繍対象疾病となっていた。しかし、

何らかの理由で、アスベストの職業性暴露のリスト

から、保温作業(血皿1醐.)ははずされていた。

イタリアでは、 19()8年に医学会で、アスベスト暴

露労働者の集団での呼吸器疾患による死亡率の過

剰が初めて報告された。 1939年にピエモンテ地方の

数工場で調査が実施された。イギリス・ドイツに数

年遅れて、アスベストーシスが、シリコーシス(荏

肺)とともに最初のリストに導入された。

イギリスでは、 1933年に織物工場でのアスベスト
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暴露の予防的立法が導入された。楽観的にも、アス

ベストーシスの発生は(さらに蹄がんの発生さえ)

劇的に減少するだろうと言われていた。しかしこれ

は誤りで、その後も多くのアスベストーシスの症例

古ま補償対象となった。逆に、労働条件が「劇的に悪

化した」ので訴えは増加した。

アスベストーシスが臨床的に認識されはじめて

から、球主主や死亡後の検査によって、当時は聡業

的に暴露した群にしかみられなかったアスベスト

労働者の著しい胸膜の肥厚とプ・ラークが観察され

るようになった。医学論文は、労働者が、吸気持胸

痛、呼吸の制限など胸鵬E厚のためと解されるよう

な所見を訴えると、しばしば強調していた。しかし、

アスベストーシスの補償に先駆けた国でも、胸膜の

障害をアスベストーシスとは独立して補償すべき

ものとl土決めなかった。
1ヲ8 5年にフランスとイギリスは、承認された甫撲

病リストをアスベストによる胸膜障害にまで拡げ

たが、これはおおむね孤立したままで、他のヨーロ

ツパ諸国は追随しなかった。状況は様々な制限によ

って複雑化した プラークは荷側性でないといけ

ないし、伸展したものでないといけない。フランス

では一度リストに入れられたが、後にはずされた。

最丘では、一般住民に現在発生している中皮麓の
80～85%はアスベスト暴露によると言われている。

このパーセンテージは、職業的、準職業的、家庭内

の暴露を包含している。アスベストの職業的暴露を

した群では、中皮腫は労働者の暴露で説明できると

いう観方を、カナダのオンタリオでのアスベスト補

償戦略会議は述べている (fー方で、中皮撞はアス

ベストの職業的暴露を全く受けなかった人にも起

こることが知られているが、それにもかかわらず、

職場とは異なる源から中皮腫にかかったと仮定す

る可能性は極めてわずかである」としている)。

中皮腫は、アスベストに関連した中劇腫の症例報

告が医学文献に附子された1940年代に、原発性腫療

として認識された。イギリス、ドイヅ、イタリアで

fl J11'されたアスベスト労働者における呼吸器疾患

の症例報告は、原発性胸膜がんという新しい腫癌の

疾病概念への注自在強調しているロ

アスベスト暴露とこの稀れながんの発生との闘

の証拠の画期をつくった症例報告として最も引用

されるものは、四6()年に刊行された。胸膜中皮腫の

の最初の症例は、南アフリカで 195 6年に、死亡(解

剖)検査でみられたものとされる。しかし、アスベ

スト暴露労働者の明らかな中皮腫の第l例はこれよ

+(1943) 1+(1965) I叫 1973)
+(1965)F

+(1986) 1+(1980)

蹴一一 +(ー捌一卿一

アスベストシス

石面高証
+

+

+ +(1946)A I+(1 936)

肺腫摘の合併 + +(1943)

胸膜肥摩 +C

胸膜ブラーヲ +(19日4) I+(1 985)D

心件捜プラーヲ +(1985)

中皮腫

部位平明 + +(1982)

胸膜 諜沖才6)
腹膜

心外膜

肺層五一 1+(1991 ) I+(1 976)E

表2 EU簡園で補償が認められてい吾アスベスト関連疾患(判明している場合は認め8れた年)

l アスベスト関連疾患|ベルギー|デ>マーヲ|フランス| ドイツ

+
+(1978)

+(1978) I( 1985)

り数年前に刊行され

ており、例えば、ド

イツでは 19544'-,イ

タリアでは 1957年で

ある。つまり、疾病

の認識とアスベスト

暴露との関係が最初

に報告されたのは、

196 ( )年代に先立つ年

代である。 196ぴ手と

いう年代は、多数の、

男女、胸膜・腹膜、

職業的、準職業的あ

るいは環境暴露によ

る症例のシリーズを

紹介した、ワーグナ

ーの報告の刊行から

導き出されたもので

ある。ワーグナーは、

1 9 5 7年のヨハネスブルグでのじん肺会議で研究発

表を行った。彼の発表は、アスベスト暴露と中皮腫

との関連が確立されたためというよりも、そのリス

ケのきびしさと)般住民への拡張ということのた

めに、多くの注目を集めたのである。この会議には

イタリア、ドイツ、その他のヨーロ、yパの科学者が

出席しており、同じ年にイタリアで会議のレビュー

カヰリ行されている。

アスベスト暴露と中皮膜の因果関係の立証に用

いられた方法は、症例のシリーズを呈示することだ

った。疫学の観点からいえばこれは妙な方法である

が、次のことに留意すべきである。つまり当時は、

胸膜中皮腫の事実上全ての症例について関連した

アスベスト暴露が明らかとなったこと、人口の中で

産業労働者のアスベスト暴露が増えて中劇腫を数

えられるまでにしたことである。

職業病りストに中皮撞を掲げることは、大多数の

EU諸国では、 198(洋代まで受け入れられなかったロ

中皮腫と職業的アスベスト暴露との関連について、

19 8 0年代以前に文字どお!り何百もの科者市文が書

かれた。 1980年の、 ILOの、勧告される職業病のリ

ストに中皮塵も含めるという決定が、最終的に政府

機関を動かしたと思Jコれる。しかし、 I L Oの決定は

事↓学的証拠の重さからみてまったく遅かった。

肺がんは数種類のリスク要因に帰せられる。流行

が始まって職業的暴露が肺腫痩の原因に関連した

役割を果たすことが明らかになってきた。産業人口

の中で、アスベストの職業的暴露が肺腫痩発生の原

因となること、これは一般住民の聞でも同じであ

る。ごく最近の、仕事で使用された発がん物質の寄

与した肺腫療の割合に関するイタリアの論文は、ト

リエストのi封首都市から引き出して、ー般の男性の

肺腫壌のうちの2 0 %はアスベスト暴露によって説

明できると計算した。

肺n重蕩は 193ぽ手代からアスベストと関連づけら

れている。ヨーロvパ諸国の研究者 とくにイギリ

ス、ドイツ、イタリア は、当時とくに症例の発表

に活動的だった。アスベストーシスで死亡した例

(とくに補償を受けていた例)はU; f 、しば死後検査

を受け、その結果、肺と胸膜のがんの症例数が増え

た。アスベスト暴露労働者の聞での呼吸器がん比率

の増加を示す疫学研究がヨーロッパで行われた。

職業病リストから肺腫蕩を除外することは、アス

ベストーシスに焦点在当てることやたまたまアス

ベストーシス等がない例や関連事象のない例での

肺腰蕩を調べることで正当化されてきた。肺腫易の

リスクが、アスベスト暴露労働者の中でアスベスト

ーシスからの肺躍蕩に限って増やすかどうかに答

えるには、疫学はおそらく無効である。疫学的研究

は、量反応曲線とアスベストへの低暴露者で¢発

がんリスクの増加の持続を立証しえた。しかし、こ

れらの研究ではめったにアスベストーシスの有無

で暴露群を細分類していない。肺の腺維化をあらわ

す能力は時を経て変化しているので、アスベストー

シスという疾病を検出する能力もまた変化してい

る。定義によれば、アスベスト シスにかかってい

る人は、よりアスベストに多く暴露した人であっ

て、がんのリスクもより高いのである。

アスベストーシスに庖壱していない人での発が

んリスケを承認することは2つの混乱を生じさせ

る。ひとつは、許容できる暴露の強度についての労

働現場での予防戦略に関係している。つまり、もし

肺がんのケースの発症が腕腺維化群に限られてい

るなら、肺脳臨は量一反応的な府南なので暴露限

界は容易に定めることができ、肺かんリスクの管理
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はより容易になるだろう。

ふたつめは、補償戦絡の混乱である:アスベスト
ーシスがない例でも肺がんは補償されるべきかっ
動物から描き出された実験的研究では、アスベスト

暴露は肺腫蕩への独立したリスク因子であること
を示唆している。さらに実験は、アスベストによる
肺腺維症のない動物にも肺がんを増やしているこ

とを示唆している。

パターンの提示

疫学的証拠とアスベスト民患の補償の聞のギヤ
ツプの理由を議論するために、規定された痴青リス

トによってそのメカニズムについてのデータをあ
つめた。実際、表1は、 EU諸国内でのパターンの存
在を示唆している。規定された疾病リストの改訂を
頻回(およそ2～4年ごと)にする固とめったにしな

い国とがある。

独立した専門家委員会(疫学者、産業医学者、研

究機関や社会団体の推薦による委員)がリスト¢権
威ある改変を委託されるところでは、リストはより
しばしば踊Tされる,彼らは、文ZE献をレビユ一する
こと、職業に関達した新しいしい、咳疾病の情報を供給する
こと、疾病のF勧日の原図に追加すベき職業がないか
骨岡することなど在問われる。これらの義務に応え
るため、委員会は職業に起因すると思われる疾病に
ついての寄与あるいは反対する主張を、職菊青リス
トに含まれていないが医師によって観察されたま

まに引き出したり、科学論文から引き出したデータ
を受けとめる。小さな園では、しばしば委員会は訴
訟の助言者として、つまり、疾病や暴露がすでにあ
る補償レールに含まれているとみなすべきかどう
かの助言者としても任命されている。

他方、委員会が常設でなく時によって組織される

ところではリストはあまり改訂されない。はなはだ
しい例はイタリアで、リストはめったに改訂され
ず、委員会は常設でなく、委員の大部分は労働組合
や他の非医学的研究機関の代表で構成されている。

I どë Oの)く<6ら\.い\補Mf償lさêtれtて-nい\~否1かJ'?? I
I

最後に、全アスベスト関連疾患のうちどのくらい

が補償されているかを評価してみよう。この観点か
らはアスベストーシスと中皮腫しか調べられない。

アスベストーシスについていえば、ヨーロッパ諸
国¢労働者は、幅広く補績にアクセスしているよう
である。データが得られる国では、予想されるとお
りに、アスベストーシスのために補償された数は多

くの死亡事例を含んでいる。
中皮腫についていえば、疾病の発生率はおよそ死

亡率に近い。しかし、死亡率のデータは、剖民
伊副veと創盟時甜veがあるので信頼できる
死亡率の指標とはならない。胸膜腫蕩は、アスベス

トに基づく物の拡散の間接的な指標である。これは
暴露から長期間後に発生し、補償システムの効果の
指標となる。
表4は、 198(洋代後半のEU諸国での異なる年齢の

男性の群での原発姓中皮膜の死亡率を示している。
R足音国の聞でも、原発性胸膜腫蕩による死亡者

数は非常に異なっている;時間の経過とともに死
亡率は全般的に増加しており、死亡は高年齢群に集
中しているが、主に暴露と疾病との聞のかなりの潜
伏期間の結粟である。

男性の原発性胸膜腫痩による死亡は
ら得られる両性の中皮腫の補償件数と比較できるo

補償されて数えられるのはわずかの国にすぎな
い.イギリス、ドイツ連邦共和園、フランスである。
イギリスでは、 198昨から補償件数が男性の原発性
胸膜腫嬉の総死亡数を追い越している(一方女性で

は、 1986、1987、1988年に各々6 4 、67、68の死亡) 。

ごの積極的な状況は数年前に実施された補償シス
テムの結果である;アスベストに暴露した者への
調査と疫学研究;がん登録の普及,新しい症例を

紹介させる医師への義務;死亡診断書の調査と暴
露データの集積、これらが工場の調査官によって行

われる。ドイツ連邦共和国では、中皮涯の補償件数
は、 EUの中では補償という面からみれば2番目だ
が、 65歳以との男性の中皮腫による死亡激よりも少
ない。しかし、補償件数は時とともに増加している。
フランスでは、 2～3ダースの中皮腫が毎年補償を受

一方何一亡…
I 結論
l

表3 アスベスト疾患とレての認定鎗何故
ンマ

1980-1989 :54 0アスベストーシス

フランス 年 肺腺維症 良性胸膜浸潤 中皮脂 他の腫癌肺理癒
1984 167 18 21
1985 144 22 23
1986 169 35 30
1987
1988 194 75 39 6 1 1

ドイ、y 年 アスベストーシス アスベス
1987 173
1988 232
1989 261

アイルランド 最近の7年間でB例 5アスベストーシス:1アスベストーシス
と中皮腫:1アスベストーシスとじん肺 2 1)ん肺

イタリア 草 アスベストーシスI1)レヲセンブルグ 3中皮鹿 |

1989 212 I 1アスベスト|
1990 209 I ーシス l
1991 264 I 現在までに |

也竺と 1989: 13 7'^ベストーシス

イギリス 年 アスベストーシス 中皮盟問側絢膜肥厚肺腫摘
1984 290 201
1985 301 250 63 自
1986 329 306 112 34
1987 282 399 117 555
1988 224 479 117 59

この調査は、相違と理解
の解説という点及びアスベ
スト関連疾患の補償状況と
いう点で、 EU諸国の職業病
補償システム¢部分的には
信頼できる構図を示した。
調和のための真の戦猪の欠

如が入手可能なデータの欠
宮口を生み出している。これ
は、調和のプロセスがまだ
宇瓦期の段階にとどまってい
ることを示している:入手
できる情報に頼れないし、

補償研究所は比較可能な統
計を作成できていない。
補償システムを新たにす

るという努力において、ヨ
ーロヅパ諸国は各有の伝統
に従っており、デンマーク
だけが'EU勧告に沿うべく
早くて深い変化を保ってい
る。フランスでは、しばし
ばりストを新しくしている
が、この積極的な面も、ア

スベスト関連疾患について
いえば原発性胸膜腫痩によ
る死亡と中皮腫への補償の
閣のギャップによって軽んじられている。
EU諸国では、規定された疾病リストの改訂に用

いられるアプローチも、専門家の用い方も、したが
って、疫学データの用い方も大きく異なっている。

古く確立された伝統と実践の重さが、統合に向う動
きに全般的に画さと無能力さを与えている。もっぱ
ら採択された勧告に則って行動するというEUの戦
略は再度議論されるべきである。
疾病の発生が重く関連するがんの流行が早く成

長するにもかかわらず、 EU諸国のアスベストの職

業的暴露による疾病の補償に対する態度は非常に
異なっている。この違いは、アスベストーシス以外
の疾病について著しく、主にがんに集約されてお
り、職業がんの補償を避けようという全般的傾向に
よって、各国の違いは軽減されているようである。

しかし、興味深いことに、中皮腫は主要にはアスベ
ストの職業的暴露によって説明され生み出された
腫聖書なので、それらは職業がんの補償をテストする
特異な機会を提供している。

ここで集めたデータでは、この疾病の補償をしよ
うという政策を追求しているのはイギリスだけで
ある。他の国は発生症例のうちの小部分を補償する
固から、補償しない固まで、異なっている。

混合システムの導入は、補償件数の増加につなが
っていない。請求者は疾病の存在と同時に、暴露の
葎在も証明するよう求められる;そして工場によ
って、暴霧はしばしば否定され
によつて確認される。
少なくともイタリアについていえば、混合システ

ムの導入以後でも、補償された中皮腫の件数は無視

由
E
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て積極的に取り組んで救祷に成

果を上げております。

当「労災・職業病相談室」は、

当面は過労死問題に集中して取

。組む計画をもとに設置された

ものです。

現在、愛媛労働災害職業病対

策会議に団体加入、全国労働安全

衛生センタ一連絡会議に賛助会

員として加入して指導をお願い

しているところです。

@相談状況

開設以来の相談件数で記録に

とどめているのは 24件です。電話

による相談で氏名を明らかにさ

れないの古 '30件近くあります。そ

のほとんどが中小企業で働いて

おり、労働組合車嚇量がないのが特

徴です。

24件の内訳は、過労死関係(急

酌じ不全 )3件、労災打ち切りl件

公務員災害l件、難聴I件、一人親

方関係2件、外国出張中の負傷1

件、審査請求1件、再審査請求I件、

その他2件となっています。

この内、過労死の労災認定

(1995年明18日)と、過労死の逆

転労災認定 (199拝 12月27日)に

ついて報告します。

過労死の業務上認定

慨 請求時

本人またはその遺族が請求する

ことになっています。会社には申

請に当たって証明と助力義務が

あるにもかかわらず、協力的でな

いために諦めざるを得ないのが

実情です。

過労死問題3件の内2件は労災

保険申請を諦めざるをえない状

況にあり、内1件について取り組

みました。

その経過と内容は次のとおり

です。

0相談所受付年月日:1993(平成

5)年1月16日

0氏名 S'T男 1935 (昭和10)

年2月 17日生筒抜

0死亡状況
19型1(平成3)年9月1日、早出

のため自宅を午前6時半前に出

て、官時前から仕事中、 S時過ぎに

突然座り込み倒れました。直ちに

救急車を手配して病院へ行きま

したが、午前嫡4分時E亡しまし

た。死亡診断書には直接死因とし

て急性t己伊全とあり、発病から死

亡までの期聞は約55分となって

おります。

0会社におけ吾作業内容

産業廃棄物の取り卸しと選別

.整理の他、廃棄物の焼却炉への

投入、灰の掻き出し』舷日炉の安

全の確認等。(屋外作業)

O就業規則による勤務内容

所定労働時間 8時～16時 30分

@相談室の設置の経緯

1992 (平成4)年 10月3目、愛媛

地評センターと中予地区労セン

ターの協力を得て、えひめ社会文

化会館の事業の一環として労災

.職菊育相談室を開設しました。

えひめ社会文化会館は、 1989

(平成元)年6月に社会党愛媛県本

部全党員の総力を挙げて竣工、県

民に開かれた会館の事業として、

9月に「シンクタシク」を設置し、

県政に対する現実的な政策と課

題に向けて取り組んできました。

また、会館の一室に「市民相談

所」を設けて、市民のさまざまな

悩みと要求の解決に取り組んで

います。

社会党愛媛県本部が「労災職

業病相談所」を設置したのは次の

理由からです。

労災・職業病の犠牲者は労働

者であり、過労死問題が社会的

に、世界的に問題視されていると

き、抜本的な改正が行われなけれ

ばならず、その運動が求められて

おります。

総評解散後、労災・職鶏青・安

全衛生活動の全国的ネットワー

ケは唯一「全国労働安全衛生セン

タ一連絡会議」古唱邸噴され運動が

展開されております。

県内では「愛媛労働災害・職業

病対策会議」が、振動病、アスベ

スト肺 じん肺、胸盲症等につい

監曹署@審査官で輔嘆きf語童労夢苦言悪露
霊媛・えひめ社会文化金髄封箆・職襲鯖掴議室からの報告

表4 EU諸国の置近の入手でき吾年での男性の原発
性胸膜圏嫡死亡の発生数

国 年 0-34歳 35-65歳 65歳以上 合計

ベルギー 1984
1985キ

15 34 49

1986 19 33 53

フコンス 1986 2 163 259 424
1987 自 194 344 544

1 1988 B 181 375 564

184 253 438
1987 6 227 296 529
1988 5 225 312 542

ギ川(1B85 2 2
1986
1987 3 4

イタリア 1985 4 59 210 374
E 187 270 463

1987 3 215 280 498

オランタ 1985 63 94 157
1986 66 98 165
1987 90 113 204

ポルトガJレ 1986 3 2 5
1987 3 5 B
1関目| 3 E 10

スペイン |1槌3 26 36 62
1984 33 38 7 1
1985 30 37 68

イギリス 1986 19日 362
1987 2 181 186 369
1988 217 212 429

出所 OMSデータバンク *デF 夕が入手できない
イギリスはイングランドとウェ ル1

できるほどである。例えば、地方記録所が中皮腫の

検索とアスベスト暴露のデータ収集に積極的で、訴

訟もしばしば起こっている、トスカーナにおいでさ

え、 198昨以降l桁の事例しか補償されていなし、。

! 訴訟肘…れず「

最後に2点を強調したい。まず、知る限り、いく

つかの国でのアスベスト関連がλへの補償の実質

的な不在は、アメリカやオーストラリアにおけるよ

うなアスベスト訴訟やその試みを生み出してはい

ない。この試創立、車場での紛じんの過剰なレベル、

アスベスト紛じんを吸入する危険性への警告の欠

如、所有者のがんの危険性への知識、したが

って請求者の補償と所有者の信念を明らか

にする。ヨーロッパの数か国の職業病補償の

積極的な対応と伝統は、少なくともアスベス

ト関連疾患や、もっと一般的には職業がんの

ケースについては、悪い影響を与えているよ

うである。つまり、暴露の起きた工場の所有

者や社会全体の補償にかかるコストを減ら

し、また、訴訟を回避しようという影響を。

犠牲者が補償されていないという事実に

よる「残された社会的不正義の永続化を避け

る」ことをしないで、 EUのいくつかの国は

疾病の擢患頻度が増えているにもかかわら

ず、仕事による暴露のコストのすべてを犠牲

者におしつけるという道をとっている。

第2に、労働者や一般住民のがんリスクの

ために、アスベストやアスベスト製品の生産

や輸出入を断念した留においてさえも、アス

ベスト関連腫蕩が補償対象と認められてい

ないことは本当に驚くべきことである。最後

にわれわれは、ヨ一口、yパのある国々では、

アメリカとは大変異なるシステムで同じよ

うな結果を招いていると認めざるを得ない

:r補 償システムが雇用主の法的責任を絶縁

するようにつくられ、労働者にはかわりに何

が起ころうとほとんど何も与えない」。

アスベスト関連疾患の補償からいうと、

EU諸国は、すでに別のところで保健システ

ムに関して議論されているように、範例を以

上のように固めてきた発がん性の暴露に反対し

て行動することに、犯罪的にも気が進まないことに

よる知識と行動の閣のギャップ。

冒頭紹介したように、労働関連疾患を認めること

は行動の先駆けであるというEU勧告の置由主は、ア

スベスト関連成患についてみれば、 EU諸国の補償

システムにとって有効でないことを明ら 百T明

かにした。 臥J.I.OiII

f注意］本論文が書かれてからイタリアで職業病リ

ストを拡大する法律が通った。中皮腫と肺がんはア

スベストに暴露した労働者に発生したときは職業

病と認められる。

1
1
1
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入社以後の労働実態(入社 1988年5月1日)別紙資料(省略)由まと時 変熱い仕事です。職名上か

ら安全靴の支給がありま

せん。しかし、必婆なもの

ですから奥さんが自費で

いつも購入していました。

労働基準監歯署か告事申告れた調査(発病目- 1 0日前の勤務状況)
発病前の抵労状況 1991年8月21日-9月1日

注 出動A 退勤時刻l孟タイムカードの記録によ畠a

勤務状況発病当日 前日2目前 3目前 4 B前 5目前
出勤時刻 6時 47分 自時随分 日時 48分 E時 45分 B碍 41分 6碍 42分
退勤時刻 B時頃 12時 03分 22時日日分 181時∞分 日時∞分 18時∞分
実労働時間 倒れ吾 4時00分 自時 00分 自時∞分 自時 00分 自時∞分
所定外労働時間 1時00分 E時 00分 2時日日分 自時∞分 1時∞分

勤務状況6目前 7目前 8目前 9目前 10日前
出勤時刻 E時41分 6時48分 E跨 33分 6時44分 6時 51分
遇勤時刻 日時∞分 17時日1分 19時01分 18時 05分 18時∞分
実労働時間 自時 00分 B時∞分 B時∞分 8時∞分 自跨00分
所定外労働時間 自時∞分 1時日日分 3時∞分 2時 00分 2時∞分

真夏の炎天下に軍足の

上に登山用の毛糸の靴下

を履いて安全靴で仕事を

しなければならず、夏でも

マスクを持参し一日で真

っ黒になる状況て、した。

1990 (平成2)年9月から

は、早出が日常化され、残

業もほとんど毎日のよう

になっています。

入手士以来、年末は大海日

まで仕事、新年は元旦だけ

戸形主休憩時間正午～倒寺4 5分

所定休日公休日、国民の休日、

その他会社古ヰ旨定する日

通年的に長時間労働が行われ

ていました(表参照)。

『問題点』

①就業規則では、「新たに採

用した者については、採用の臼か

ら3か月間を試用期間とする」と

ありますが、就職した5月の労働

日数が2 9日間、残業時間が76時

間、 6月が労働回数が28日間、残

業時聞が6 9時間と働いています。

このような働きぶりを認めて、

会社は2か月で社員にしました。

② 当然、会社は就業規制によ

る勤務を行うべきですが、 1989'年

以降は月I回程度の公休しか取れ

ず、年閣総労働時間は3,収即時閣

を超える長時間労働となってお

り、慢性的疲労が蓄積されている

状況でした。

③仕事の内容は、選別係とし

て廃棄物を搬入じてくるトラッ

ク等から、ショベルローダーを操

作して廃棄物の押し審とし、落と

した廃棄物を横に寄せて積上げ

る作業を繰り返し行うのが通常

ですが、実際は焼却・灰の掻き出

し等全般的な作業をしており、そ

のため残業が行われていました。

④廃棄物の種類は、輸入外材

の樹皮、化粧品の売れ残り品、汚

物等が混じっていますロ

職場環境は特に悪く、鼻を突く

臭い、吐き気をもよおす、塵竣が

降りかかるため汚れ放しになる

状態でした。

食事中に焼却炉からの燃え粕

が弁当の上に落ちてくることも

再三あったといわれています。

食事中にも廃棄物を搬入して

くるために、落ち着いて昼食が取

れないこともあります。

廃棄物の搬入はいつも来るわ

けではないので、この間、焼却炉

の方へ行き焼却や灰の掻き出し

にいったりします。

焼却炉から灰を掻出すのは大

が休みで、 2日目からは仕事に出

る状態でした。

湿度の高い夏場の疲労は想像

以上のものがあったと思います。

亡くなる前回、午後1時頃に突

然帰ってきました。あまりにも顔

色が悪いので、心配して聞くと

「どうも、しんどうていかん。こ

のままでは倒れそうなんで休み

をもらって帰ってきた。体が火照

っているようなんで、家は暑いか

らK I也へ行って帰って涼んでく

る」と、瓦町の実家へ行きました。

夜7時過ぎに帰ってきました

が、まだ顔色が悪いので「明日は

日曜だから休んだら」と強く言っ

たが、「大分気分も良くなった。

わしが続けて休んだら仕事がた

まってしまう。明日も早出だから

起こしてくれ」と、なかなか寝つ

かれなかったのか、午後11時過ぎ

に寝たようです。

9月1日、いつものように6時頃

に起こし、身支度をして出かけて

いきましたが、 8時過ぎに会社か

らの連絡で、夫が仕事中に倒れ、

救急車で病院に運ばれたと聞き、

病院に駆けつけたときは臨終に

間に合いませんでした。

3年4か月の問、夫の生きざまは

一体何だったんだろうか、これで

は浮かばれないと思い続けてき

たこの3年間です。

会社を紹介してくださった方

も、「これは過労死ですよ。私が

いつでも証言してあげますJと言

ってくれています。(注:後に会

社を辞め行方不明です。)

夫Hの死を無にしないためにも、

労災の認定をお願いすることに

しました。

(以上は「遺族の意見書」抜粋>

「取リ組み』

①会社側は、当初は当相談所

からの要請による関係書類の提

出等には協力的でしたが、労災申

請をする段階で1991年秋の台風

による水害で書類が流出したこ

とも理由にして、必要な書類が入

手できないために話し合いが進

みませんでした。

このため、遺族から労災申請を

取り止めたい旨の話が出されま

したが、友人、当相談所の励まし

により労災申請の決意を固めま

した。

労災保険の請求手続に当たり、

事業主と請求書の証明をめ寸っ

て押し問答の末に、災害の原因に

ついては「原因不明」として証明

印をさせ、事実関係については申

請後に労基署の調査の時点で明

らかにすることにしまじた。

したがって、申請の際、会社側

の証明不備の対応については、労

働基準監督署に調査を要請する

ことにしました。

② 申請後、労働基準監督署か

ら「業務上外に係る資料の提出に

ついて=事業概要・労働条件・

本人・発病前の就労状況(発病当
日、発病の日の前日~1O日前)J

の証明を会社に求めましたが、会

社側が記入したのは、「タイムカ

ード参照」という記録のみで、不

誠意な対応でした。したがって、

こちらで詳しく書き込んで提出

した状況でした。

③本人のイ喋は、屋外労働で

あること、休憩も自分で扱うショ

ベルロ ダーの運転席で取って

いる状況ですから、暑さと湿度が

体調に影響してきたことが考え

られると判断して、松山中央側候

所で当時 (6月1日～目見31日間)

の天候・温度を午前6時から午後

8時までを2時間ごとに調査して

資料を提出しました。

これによると、日中の気温が30

度で平均湿度が70～80%台です

から、蒸し暑くて疲労しやすい環

境にあったことが判明しました。

タイムカードで見ると、 6月は

1日～24日までぶつ続けの勤務、

7月は8臼 ～8月13日までの38日間

を炎天下で仕事をしています。こ

の実態について資料の提出をし

ました。

④労働基準監督署における

遺族(妻)の事情聴取については、

立ち会うなど不安感に陥らない

ように協力をしてきました。

⑤ 1995 (平成7)年8月18日付
けで、松山労働基準監督署から

「業務災害」と認定した旨の通知

がありました。これにより、過労

死の日にさかのぼって遺族に対

し「遺族補償年金・遺族特別支給

金・遺族特別年金」の郊古が行わ

れることになりました。

なお、葬祭料は請求時効2年と

なっているために支給はされま

せんでした。

⑥労災認定の基準緩和の経

緯と今後の課題について

過労死に多い脳・心、疾患、自殺

等の死亡原因が「複合的」で、業

務の因果関係を直接医学的に実

証することは、極めて困難な状況

にあります。この実証を申請者側

に求める現行の労災補償制度は、

過労死(疾病)認定の大きな壁と

なっております。特に、労災保険

の請求手続は、労働者本人または

その遺族が請求することになっ

ているため、会社(事業主)側の

証明義務、助力義務が消極的であ

ることが問題となっています。脳

.心臓疾患による死亡者数は年

間約3 0万人に上りますが、過労死

弁護団全国連絡会議はこのうち

過労死の人数はI万人を超えると

推定しています。

しかし、労災申請件数は全国的
に5∞ ~7∞人台 (1987年 ～1990

年)に過ぎず、認定件数はわずか
4%""'5%の20人～30人台である

事実が証明しているところです。

したがって、労働基準監督署の

労災不認定を不服として裁判所

での争いが全体の傾向として現

われ、労基署の不郊合決定を覆し

て認定判決により国側が敗訴す

るケースが相次ぎ、過労死問題が

大きく社会問題化した運動の反

映が、認定基準の緩和改正につ

ながってきています。

1994 (平成6) 年1月、全国紙の

トップに研究論文「過労死の認定

基準緩和と労災補償制度の改善」
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が紹介され、世間の議論を引き起

こしました。執筆者が、労災問題

を所管する労働省内部かちでは

なくて、経済企画庁経済研究所の

主任研究官の個人的見解であり

ましたが、労働省内部にちょっと

した波紋を投じたようです。

同年12月 16日、労働省内に設置

した「脳・心臓疾患等に係る労災

補償の検討プロジェクト委員会」

が検討結果報告書を提出、同19

目、労働省はこの過労死(脳・心

臓民患の労災)認定基準の改正内

容を発表しました。

1995 (平成7)年2月 1目、労働

省は基発第38号により認定基準

を改正。①発症前β園間以内の業

務が日常業務を棺当程度超える

場合は、発闘甘1週間より以前の

業務も判断材料とする、②継続的

な精神的ストレスを検討対象と

する、③年齢、経験などを考慮す

る等が主な改正点でした。さら

に、過労死の対象として「不整脈

による突然死等」を新たに追加す

ることも検討していることを明

ら古訟にしていました。

今回の、 S ' Tさんに対する過労

死認定に至った理由について、労

働基準監督署に調査官報告書の

明示を求めたところ、「プライパ

シーに関わる」として出しません

でした。これ凶調行の労災保険法

に資料を見せる規定がないこと

が問題であり、資料の請求をすれ

ば明示させることに法改正する

必要があります。

このため、質問で「蓄積疲労」

を認めたのかとの問いには、「そ

うではない」と明言を避け、続い

て「基発第 3!t号による認定基準緩

朝日」が関係したのかとの筒いには

霊皇室主主! 自民医院民主山崎山応援恒三滑概略|

「そうではない」とこれも明言を

避け、それでは「認定理由」を求

めたところ「長時間労働力噂瞳続し

ていた」ことを是認しています。

これは、行政の全国的に共通し

ている「明言を避ける」姿勢と言

えるでしょう。結局、基発第 38号

による新基準が影響しているこ

とは明らかだと思います。

また、これまでの過労死問題に

ものと判断されるので、業務上の

疾病として取り扱うのが妥当で

ある」としています。

今後、「安全センター情報」

(1抑 年4月号)に掲載された特集

「労災補償制度¢改革」を全国的

な運動として発展させるために

も、 「全i国労劫安全衛生センター

連絡会議」が名実ともに全国組織

化されることを切望します。

対する認定基準の緩和を求める

運動の成果によるところが大き

いものと受け止めています。

労働省が本年1月に公表した、

昨年2月1日基発第38号により認

定基準改正後の脳・心臓疾患等

の認定件数がそのことを証明し

ています。 1995 (平成7)年2月 1

日から 12月31日までの問、認定件

数は63件となっています。これに

対し、過去5年間の平均は29.61'牛
ですから、2{i音強になっているこ

とからも明らかです。

また、事例として、「時間外労

働を含め26日関連続勤務した嘗

業員に発症したくも膜下出血Jに

対し、「被災者の発症前の業務量、

業務内容等を総合的に判断した

結果、発症前1週間の業務だけで

は特に過重な業務に就労したと

判断することはできないが、この

問、時間外労働に加え、休日出勤

を含め、 1週間連続勤務しており、

日常業務を相当程度超えている

と認められることから、発症1週

問より前からの時潤外労働、休日

出勤により 26目間休養すること

なく連続して勤務している状況

があり、これらの業務を総合的に

判断すると、被災者は業務による

明らかな過重負荷を受けたこと

によりくも膜下出血を発症した

温労疾患の逆転認定

日常業務が多忙である労働問

体専釘役員(事務局長)が業務遂

行中に脳内出血で倒れ、現濯も治

療を継続しているのは、本来労災

保険の適用を受けるべきではな

かったかという出身労組、団体役

員の要請から当相談所で取り組

んだものです。

問題となったのは、過労疾病の

発生から5年4か月を経過してお

り、労災保険法第 4 2条による請求

権の時効練養補断古付・休業補

償給付は坪)との関係で、早急

に詳細な資料整備と労災保険の

手続が求められていました。

その経過と内容は次のとおり

です。

0祖談受付年月目 l抑 2(平成4)

年 12月14日

0氏名 :K'H男 1931 (昭和6)年
1月 14日生 61歳

0発症当日の状況

1987 (平成3)年8月26日、自宅

で午前4時3扮頃から大会議案書

の校正作業をB時前まで行い、朝

食、オートパイで8時過ぎに団体

事務局に出勤、前夜と早朝に校正

した議案審をワープロで修正、仕

上りを印刷Ui' fiに回すよう指示、引

き続き翌日のZつの小委員会、 3日

後の学習会の資料を作成中、来

客、労組、地区対策の対応に追わ

れしばしば作業在中断、短時間、

短時間で業務を遂行、昼食後Z労

組四園地本の大会にあいさつ、会

場近くの自宅に帰りオートパイ

を置き、直ちにタクシーで事務局

に帰り、残っていた資料作成に集

中してワープロで作成、午後6時

より日朝県民会議の歓送迎会に

出席し司会を担当、あいさつ、自

己紹介、乾杯の直後、経験したこ

とのない気分の悪さにおそわれ

たために退座、駅前のタクシーを

探しに行くところ気分の悪さに

耐えかねて座り込んだまま意識

不明となり倒れ、救急車でM病院

に運ばれ応急手当め上、診断の結

果 P 破裂目白動脈痛」により手術を

行った。手術が3度にわたり、こ

のため鮮を絹畠した今日も治療

のために通院している状態です。

0労働団体の組韓

1987 (昭和62)年当時の加盟直

合は97組合、加盟人員は23 ,3∞
名、県下m曲区労働組合の運動の

指導と支援を行っていた。この目

的達成のために行う活動は11項
自の多岐にわたる(省略)。

0一般業務の遂行

本部役員で構成される常任幹

事会がその責任を負い当たって

いた。議長 l名、副議長 3名、事

務局長 1名、事務局次長 1名、常

任幹事若干名、会計監査3名

0専従役職員
議長、事務局長 (K'H) 、オル

グ 5名。この中心的な立場にあっ

たの古'K' Hでありました。

OK.Hの任務

県下26地区労の運動の指導と

支援、上部団体、他国体、公職等

に及び、計り知れない精神的・肉

体的負荷の中で激務を遂行して

いました。その任務は次のとおり

です。

①労働団体内部の任務

県民春闘共闘会議事務局長、時

短対策委員、技術革新対策委員、

文イ出動対策委員、組織拡大対策

委員、労線統一対策委員、県民行

革推進会議委員、地評梼縦検討委
員会委員。

②共闘関係の任務

売上税反対県民共闘会議事務

局長、県林政共闘会議委員、県食

糧を守る会委員、地場産業造船振

興プロジェクト主査、国鉄分割民

営化反対共闘会議プ口、yク事務

局長、岡県共闘会議事務局長、地

域労働運動全国集会準備委員会

事務局長、県教育と子供を守る会

事務局長。

③他国体の任務

憲法を守る会事務局長、原水爆

禁止県協議会事務局長、県日朝友

好協会事務局長、福祉タクシー運

営委員会副会長、社会党・地評協

力会議委員、風雪の碑建設小委員

会委員、 I' U伝編集委員、 Hα去
編集委員。

④上部団体関係の任務

総評拡大評議員、総評本四架橋

対策委員、本四架橋ブロック対策

委員。

樹高祉団体関係、の任務

県勤労会館理事、県労住協理

事、全労済県本部理事、県労働者

福祉協議会委員、労働者信用保証

協会理事。

⑥県関係の任務

本四架橋Eルート協議会座長、

本四架橋県対策協議会同小委員

会委員(兼運営委員)。

⑦公職関係の任務

県地方労働基準審議会委員、県

地方最低賃金審議去委員(地域最

低賃金専門部会審議委員、紙、パ

ルプ、繊維、卸小売、出版・印

刷各専門部会審議委員)。

0事務局規定によ吾就業内容

所定勤務時間午前9時～午後5

時10分

休憩時閣 正午～午後1時

所定労働時間 7時間25分

所定休B隔週週休2日制。祝祭
目、年末・年始 (12月29日 ～I月

3日)の 6日間、地方祭 1日、お盆

1目。

OK'Hの勤務実態

加蹴坦合の騎争応援指導、各

種委員会等の会議出席、選挙応援

等のために、定時に退勤して業務

古Y終了すること出»なく、休憩時

間(昼食時等)は不規則、会議、

オルグ、出張の場合は勤務時間に

関係なく業務を遂行しているの

が実態でした。

特に、労働戦線統ーが目前の課

題であり、大会で決定された r30

年史」の発行を望月の定期大会ま

でに完成させるという重圧がか

かっていました。

0労働基準監督署か告求め5れ
た調査(発病臼 ～10日前の勤務

状況)19日7年8月 16日-26日

当日 8月 26日(水曜日)

f出勤時〕一前述の「発症当日

の状況」のとおり。

［自宅主午前哨鮒頃から大会

議案書の最終的校正作業を8時頃

まで17っていました。

ー前田 8月25日(火曜日)

34 安全センター情報96年3月号 安全センター情報96年3月号 35



治j脚 1裏山己主川山忌山山山山山山芝山由主山山| 塁 強機滋言主主題縁側.

E出勤時J i i 1 i自に続いて9時から

11時過ぎまて会議を開催、 K'Hが

大会議案の部分的修正を行うこ

とて吐収拾し終わる。直ちに出発、

l描3扮頃に事務局に帰る。校閲

が終了した30年史の原稿を印刷

所へ完全発設することを指示。 14

時30分にオルグ、 Z労組支部書記

長と県庁小会議室で開催された

本四架橋小委員会に出席、 17時頃

終了。事務局に帰り常任幹事会の

資料を持って帰宅o

f自宅］帰宅後、夕食をはさん

で前日の常任幹事会で部分修正

の議論を大会議案書原案加筆、修

正作業を24時頃まで行っていま

した。

2目前 8月2 4日(月曜日)

E出勤時］9時事務局に出勤、常

任幹事会に提案する議案原案の

資料整備を行い、 11時に地評宣伝

車でK郡K町の国民宿舎 rF荘」

に12時3 0分頃に到着、年1回の宿

泊して討議する常任幹事会を開

催、 13時から 18時の問、大会提出

議案を審議した。特に労働戦線統

一問題について議論が集中、中央

の統一方針が産業別組織による

統ーとなっているため、当時加盟

組織雪2粗合中約4醐合が加入で

きなくなり、共闘の枠を外れるた

めにマイナス面が多く、これをど

う結集するかが最大の問題でし

た。対立している労組閣の問題、

県内未加入の対臓の問題、労働

報線統一に消極的な組合、早期統

一と全国的情勢を見て統一する

との意見に分かれ、役職員の待

遇、退職金の大幅な不足、受入先

等について議論が尽きず、夕食

後、 I鳴に再開、2 3時頃まで議論

古瀬きました。

f自宅］出張先で宿泊。会議終

了後、 K ' H Iの部屋に数組合の幹事

が集まり、午前I時晶ぎまで同じ

ような議論が実わされました。

1目前 B月23日(日曜日)

〔出勤時］9時、 r T荘」に到着、

第2日目の授業に立会い、午前の

講義のあと卒業レポート作成に

ついて問題提起を行い、昼食後、

レポートの提出、卒業式の司会を

担当。午f浴時30分頃帰宅。

［自宅］帰宅様、夕食をはさん

で3【洋史の最後の校闘を行い、あ

とはゲラ刷り段階となり、午後 10

時3扮頃入浴して就寝。
4目前 8月22日(土曜日)

［出勤時〕この日は、 1【時から

保養所 r T荘」で第調労働学校

の最終授業。郷寺、事務局に到着、

前夜校閲請の 3 0年史の原稿を印

閉伊庁に回す手配をし、事務処理、

正午頃に r1在」に到着、昼食後、

中央講師を見送り、労働学校担当

オルグと午後の「ウオークラリ

ー」準備の打ち合せを行い、午後

1時からの「フリー討論」に参加、

午後2時3 0分からの「ウオークラ

リー」約7キロのコースのチェッ

ケポイントを先行して付き添う。

この日は労働学校最終日で全員

泊り込みの交流に参加、 18時半頃

に乾杯の音頭をとった後に帰宅。

〔自宅］帰宅して夕食後、疲れ

ていたが遅れている30年史の原

稿の校闘を鵬過ぎまで行ってい

ました。

5目前 8月 21日(金曜日)

E出勤時］9時、事務局に出勤。

ゲラ刷り全てを印刷所に返すよ

う指示。 I鵬から正午まて会館駐

車場委員会を開催。昼街圭、来客

の対応、地区労からの連絡、労組

への連絡など多忙な中でも 30年

史の原稿在校閲しています。 17時

過ぎ、事務局をオートパイで頂官

M町の町議候補の事務所聞きに

出席、激励あいさつ後2時過ぎま

で、次の会場に移動中に交通取り

締まりに会う。 21時から 22時まで

出身労組の執行委員会に出席、帰

宅途中に再度の交通検閲に会い

帰宅。

［自宅1早朝4時3扮頃から7時
3扮頃まで、大会議案書全てを推

敵。

帰宅後、約2時間にわたり3昨

史の校閲を行い0IIIf:過ぎに就寝。

6目前 8月20日(木曜日)

［出勤時］ 7時3扮頃自宅をオー

トパイで出発、 0郡s町のZ労組

E支部の8時からの時間内職場大

会に激励あいさつし、 1時まで執

行部と話し合うo M市へ引き返し

Z労組M支部の座り込み行動に

参加し激励あいさつ、正午過ぎ事

務局に到着。午後、大会議案審等

の原稿をワープロで作業し、 17時

30分事務局を出て帰宅。

［自宅］帰宅後、 3昨史のでき

あがっているゲラ刷りの校正を

全て完了、。蹴畠ぎ就寝。

・7目前 S月19日(水曜日)

［出勤時］ 9時に事務局に出勤、

来客、各団体・地域からの応対の

合聞に、主として3【洋史原稿の校

閲と印刷準備の完了したゲラ刷

りの校正をして、 19時頃に帰宅。

［自宅1早朝4寺半頃から7時半
頃まで30年史の校閲を行ってい

ます。

帰宅後、夕食をはさんでO時過

ぎまで 3 0年史のゲラ刷りを校E
しています。

, 8目前 8月18日(火曜日)

【出勤時］習時に事務局に出勤、

時 30:分から1備 3 0分まで事務局

会議、大会準備作業の分担を決

定。引き続き大会議案審の最終校

関、休暇中の文書(到着文書)の

処理、 3昨年史原稿の校関、終了し

たゲラ刷りの校正を18時頃まで

集中。 18時過ぎ帰宅。

［自宅］帰宅後、夕食をはさん

でお時頃まで3 0年史の校闘を行

っています。

9臼前 8月 17日(月曜日)

［出勤時］休暇日

［自宅］自宅。 E医院て健診。

10日前 B月16日(日曜日〕

［出勤時］休暇日

［自宅］実家 ( T市)で墓参。

帰宅する。

注労働基準監督署に報告レた

内容を、団体の意見蓄を元に区

分整理したものです。

0労働運動の経歴について

1952 (昭和27)年Z労組の分会

役員に就任以来、 1日も労組役員

を離れることなく、 196 1 (昭和36)

年以来2度託手間職場に復j帰した

以外活年間にわたって専従役員

として活動。 1983 (昭和58)年 10

月に事務局長に就任して、発症ま

で県下の労働運動の指導にあた

っていました。

0本人の健康状態について

1980 (昭和55) 年5月12日に高

血圧と診断され、以降降圧剤を継

続服用していました。 1976(昭和
61) 年4月 17日 ～5月26日の問、過

労で入院しました。 7月28日の検
査で血圧80～146で異常なく、以

後通院はしていません。 1987(昭

和62) 年8月 17日に過労で夏パテ

のため診察を受けたが、血圧は安

月 週体 特体 祝日 年体 会議 県内
出張

4

県外
出張

4

集オル会'} 街講宣潤
通常
勤務

41月 。 2 2 1 1 6

2月 。 日 。 23 2 2 5 4

3月 。 。 2 17 3 3 7 。

4月 2 。 。 。 10 。 E 1 1 3

5月 。 2 。 17 4 4 7

E月 2 。 。 。 12 12 日 2 2

7月 日 。 。 12 自 日 4 5

呂月 3 。 。 3 8 10 。 5 4

計 10 2 2 自 110 44 2B 47 23

注 来客は関係諸官庁、団体、報道機関等、在局時には1日平均数名です。
通常勤務とは、特に会議、一定時間申出張がない時で、この日l草lまl正
午前9時出勤、午後6～7時頃に退勤じていまレた.

定していました。
また、少なくとも2~3年にI度

は人間ドッケの健診を受けてお

り、一度も基礎的疾患的な症状の

指摘を受けておらず、通関口療等

の指示を受けたこともありませ

んでした。

したがって、本人には基礎的疾

患はなかったことを主張した理

由です。

OK.Hの勤務状況について

労働毘体(労働組合)の専従役

員の勤務ttoLは、一般的に勤務の

始終業時刻、休憩時間、休日等

は極めて不規則なのが特徴ですO

K'Hの場合、 1987年の勤務状況

は表のとおりでした。

この時期に集中した特別の業

務について(説明は省略)

(I) 3昨史の発刊

②労働戦線統一問題

@総評全国集会

④本四架橋関係

⑤最低賃金制度の改訂

⑥原水禁運動

⑦国鉄分割民営化処理

O提出資料の作成と提出

①診断書

～団体の意見書

～団体の行動綱領と規約

④団体加甑胎一覧表

⑤ r3昨史」及び校関原稿の一

部

⑥ 1981年度運動方針及び附属

資料

⑦本人の行動手帳

③妻の意見呉申書

@関係者(役員・オルグ)5名

の意見書

労災保険請求の提出を 1 9ヲ>3(平

成 5) 年3月2 5日に決め、この日か

ら2年間にさかのぼって療養補償

給付、休業補憐古付を請求しまし

た。

0労働基準監督署の事情聴取は、

本人が治療中である事情を考慮

して、監督署と本人の自宅で数回

にわたり行われましたが、必ず付

き添いをしてきました。

0労働基準監督署「労災繍接補償

給付・休議補償給付の不支給」

を決定

1994(平成6)年3月23日付けで、

労働基準監督署長から「不支給決

定」通知のハガキが送られてきま
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した。

現状の労災保険法では資料を

明示しないという問題があり、

「不支給決定」の理由は本人には

一切不明ですが、従来の例から多

分に「早朝及び帰宅後の業務は特

別な業務であることは認めなが

らも、突発的な血圧上昇による発

症は業務に起因するものとは認

められない」ということだと判断

しました。

0審査語家申立の趣旨と理由

同年5月 18目、労災保険審査官

に対し、次の趣旨による審査請求

を行いました。

①くも膜下出血の認識

②労働組合運動への認識

@勤務の内容への認識

逗湯治療中の医院との関係

倒閥的結論

について、本人の具体的な意見

を提起しました(内容は省略)。

0審査請求の審理

審査請求して 1年後の 1995 (平

成7)年6月21日に第1回の事情聴

取が労働基準局で行われました。

これ以降、数回にわたる本人と

妻の事情聴取にも立ち会ってき

ました。

0労災保険審査官「原処分を取り

消す」決定を行う

同年 12月2 7目、労働保険審査官

は労働基準監督署長が平成6年3

月23日付けをもって行った「不支

給決定処分を取り消す」決定蓄を

本人に送付してきました。

決草諸によると、 11月3 0日に参

与会を開催し、参与(労・使各2

名)の意見を求めたところ、出席

した全参与の意見は「過重負荷を

認め取消が妥当であるjと述べら

れたとあります。

県下全体にわたる労働団体の

実務的責任者である事務局長の

労働実態が労使双方から理解さ

れていたことを証明しています。

0過労疾患の逆転労災認定の評

価について

①事務局長の職責から、早朝

-深夜にいたる業務を認めると

ともに、それまでの事務局長の業

務にない特別の業務が集中した

ことを認定したことです。

したがって、労働時間の認定を

勤務先の事務局の労働時間管理

に加えて、自主申告による労働時

聞を含め、過重な業務に就労して

いたと判断したことは大きく評

価されます。

② 日常的な労働団体(含む労

働組合)の勤務の実態が、特別な

業務が付加されて精神的 肉体

的に特に過重な業務に就労して

いたことを認定に加えています。

これは、本人の克明な記録と団

体役員 オルグの意見具申書と

役員からの面接調査と、労災病院

の医師の意見書で日常業務の範

囲を超えて過重であったと具体

的に証明されたことが大きい背

景となっています。

③新基準(基発第38-号)の影

響について、原決定は一応引用し

ながらも否定的見解を示しまし

たが、審査官は資料に基づき「業

務による精神的・肉体的負荷が

極めて過重な状態が継続してい

たために自然経過を超えて疾病

が発生したと推定」しています。

これは、発症直前の 1週間以前

まで含めて考えており、労働省が

1月2 2日に公表した新認定基準に

よる認定件数の増加と事例の説

明で納得がいくと思います。

0これからの行動について

労働省は、「不整脈による突然

死等」を新たに対象疾病に加える

ことを決め、 1月22日付けで基発

第 3 0号「脳血管民軍及び虚血性心、

疾患等(負傷に起』因するものを除

く。)の認定基準の一部改正につ

いて」を出し、今後の取り扱いに

ついて遺漏のないよう万全を期

されたいとしています。

新基準に続いて、過労死(疾病)

について、本人や家族の救済にー

歩前進したといえますが、さらに

運動の車騒売が必要です。

これからの運動で、過労・過労

死を根絶する根本的な対策に巨

を向けた対策と取り組み
が必要です。

震33建韓の糧費官f ; / .環境で語重労苑
兵庫・申請から5か月で業輯上認定

被災者・ 2工園明さん(当時4 6

歳)は、菱倉運輸分会に所属し海

上コンテナのドライパーとして

進議言をしていました。

l切鉾4月 14日、 1日の仕事を終

えて帰社し、 18時から予定されて

いた職場集会までの待機時閣を、

同僚と囲碁を打っていたところ、

突然』旬を押さえ、「苦しいのか」

という同僚の問いにも無言のま

まその場て制jれました。

同僚があわてて救急車を呼び、

職場の近くにある神戸市立中央

病院へ鍛送されましたが、すでに

鶴子しが闘いており、約5 Q分蘇生術

を施しましたが、同日間待 10分死

亡が確認されました。

神戸医大附属病院での行政解

剖の結果、死亡原因は心筋梗塞と

断定されました。

これは震災による異常な労働

環境が生んだ労働災害です。その

要因と認定の闘いについて報告

したいと思います。

@通勤環境の悪化

被災者の自宅は明石市にあり、

神戸市中央区にあるボートアイ

ランドの会社までの通常の出退

勤時間は、ともに約1時間でした。

それが震災の直後には2時間の徒

歩を含めて、片道掛寺聞かかって

道勤したこともありました。発症

前でも1.5倍から 3倍の通勤時間

がかかり、彼の臨場であるポート

アイランドを出るための神戸大
橋を渡るだけでも2～3時間かか

った時期もありました。

特に 1日の業務の後、このよう

な突通事情の中で帰路につくこ

とは、業務による疲労を著しく増

悪させたことは、容易に判断でき

るとd思います。

本来、業務と通勤労災の観点は

別々のものと考えられますが、こ

の通勤環境は当然本人の周知に

及ぶところではなく、突溌的なも

のであくまで労働の一環として

考えるのがべきだと考えます。

@労働環境の悪化

業務中の異常なまでの交通麻

療による疲労とストレス、それ

に、震災後の交通事情で異常に増

えた「にわかライダー」のバイク

への危険回避などの、一時も気を

抜くことのできない緊張感など

古まありました。

震災前には泊分で行けたポー

トアイランドから六甲アイラン

ド聞が6～7,時間もかかったり、神

戸港の主要アクセス網が寸断さ

れ、海上コンテナの大裂トレーラ

ーが普段なら絶対適らない狭い

道路を通ったりしました。熟知し

ていない経路や家屋の倒壊のた

めの交通規制、その他の様々なア

クシヂントにより、まさに 1日中

気を抜くことのできない状況で、

彼の心労は想像にあまりあるも

のであったろうと思われます。

@労使協盟理の認定運動

過去の運動の経験を基礎に、い

ろいろな方法を轄諺脅し、デスケワ

ーク中心の労働行政に、突通渋滞

による疲労を理解してもらうた

めに、運輸業界やドライバーの意

見書を数多く集め提出すること

にしました。

同時に組合員には、労働実克明

査を行い、その中から参考になる

ような人をピックアップし意見

審をお願いしました。

厚生省は、この3年前から「個

人付添看護の廃止」の具体的な検

討を始め、次の3項目の改悪を柱

当初は準備を完全にしてから

申請を行う予定でしたが、震災に

関連する労働災害という位置づ

けがなければ認定は無理との見

解から、大震災の記憶が消えない

6月2 6白、神戸東労働基準監管署

に労災申請をしました。

@運動の経過と成果

6月26日の労災申請の後、各企

業団体や組織内の企業に直媛監

督署に意見書を提出し意見陳述

してもらい、当該分会を中心とし

て支援団体から集まった意見書

を随時提出を行い、監督署担当官

への早期認定の要請を行うとと

もに、海コンドライバーの窮状を

訴えるなど、菱倉運輸分会は一丸

となって積極的な運動を展開し

ました。

これに対し、同じ(震災)被災

者でもある神戸東労働基準監督

署の担当官は、全港湾との友好調

係を尊重するとともに、われわれ

の意見に誠意を持って対応し、被

災地の殺業ドライバーの労働負

荷を理解し、労災申請から 6か月

目の問問業務上認定臨
となったものです o
会港湾阪神支部安全衛生委員会

事務局長永藤守

(f港湾労働」第1055号から転聴)

とする「健康保険法等改正案」を

一昨年(1偲 4年) 3月22日に国会

に提出しました。その 3項目は、

「骨量震蕃轟」 購11::とせ曹韻書
厚生省・瀬戸際に立つ田本の公的醒療保障
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三導要機嫌蟻り 塁 山岳民仰飽き言 j 糊棚,.

ra:患者負担となる入院時給食の

有料化、②付添看護の廃止と新看

護体系の新設、@差額ベッド料を

取る病床の拡大」です。

この改悪案は、細 11内聞から羽

田内閣へ移行し、与党自民党の分

裂と政党の離反統一の政治劇の

中で、マスコミに朝諾されること

もなく、 6月になって政府から改

悪案の主旨説明があり、スピード

審議の中で、 1995年6月 23 日に成

立しました。

そしてこの時点、で、国民健康保

険法等の医療保険法で非基準看

護病院だけに残され認められて

いた「付添看護制度の廃止」が法

律の上で決定したのです。

入院患者の付添看護の歴史は

戦後に遡り、昭和2a年に太平洋戦

争が終わってG H Q (連合軍司令
部)が中心となって行った昭和 25

(1950) 年の「入院医療への指導」

がその始まりです。

それは、①病院の看欝帯の3交

替勤務の実施、②入院患者の看護

記録を付けること、③入院患者の

付添看護人を廃止すること、の3

項目の条件を実施することであ

り、この笠長件を満たす病院が「完

全看翻甫院」と呼ばれました。

ところが、付添看護人を廃止し

てもこの仕事は患者とその家族

の負担となったため、患者から批

判が出され、 8年後の昭和33

(1958)年に「患者数:看護要員

数の比を4 : 1以主にする」という

条件を満たす「基準看譜甫院」制

度が生まれました。

しかし、この改善が実施されて

も、看護婦の待遇改善は進まず、
昭和35～3昨に“看護婦の人権闘

争"と言われた「全国病院ストラ

イキ」が起こされました。このス

トライキは7年後の昭和43年の

r｛こっぱち (2・8) 闘争」まで運

動が継続されましたが、その要求

の中心は、夜間看護業務の r2人
勤務、月lこ8回まで」を意味する

2・a闘争要求でした。

昭和4 7年に診療報酬の上で、

「看護料」がやっと「入院料」か

ら独立し、看護業務がどうにか評

価される時代に入っていったが、

看護婦の賃金は依然として低く、

全国的にも看護婦不足であり、民

間病院の半数以上は、看欝帯不足

のため「基準看諮青院Jの認定が

受けられませんでした。そして昭

和的 (1988)年から、看護婦の少

ないこれらの病院が、②基本看護

病院と②「その他看護病院(正看

護婦が一人もいない病院)J とに

分けられ、厚生省による「病院つ

ぶし」と「病床削減」が推し進め

られてきたのです。

さて、「個人付添升護制度の廃

止」は、毎年上昇する国の総医療

費(平成4年度で約M兆円)を抑

制するため 1992年の第1次医療法

改訂による「ベッド数の削減」の

実施から毎年実施されてきた種

々の医療法改悪のひとつですが、

この「個人件添看護の廃止」は、

昨年 10月から実施(今年3月末日
までの猶予期間)され、その内容

は、基準看翻育院において「患者

個人とその家族は、入院時に希望

する付添看護を雇い入れること

古まできない」というものです。そ

の代わり 10月からの医療保険法

改定では、新たに看護職員を配置

しこれらの介護職員に医療保険

制度で給与を支払います。しかし

その人数は、最も多い病院でも患

者3人のM時間の引曜に対し、こ

れを1人の介護職員が8時間だけ

担当するというものです。このよ

うなわずかな介護では、指向世、清

拭、食事等の介護を必要とする脊

損者や頚髄損傷者の入院治療な

どできるわけがありません。

とくに3月30日以降、経過措置

期闘が過ぎ、この「個人f寸添看護

の廃止」が完全実施されますが、

この「個人付添看護の廃止」が中

止される見通しはありませんし、

内容の一部変更も次の診療報酬

改定の4月まではありません。

「個人付添看議の廃止」の具体

的効果として厚生省が計算した

削減額は、年額1 1 α m億円と言わ

れる「付添費償還制度」の支出削

減です。

すでに廃止されたこの制度は、

新看護体系へ移行する前の基準

外看護病院や19ベッド以下の有

床診握手庁に入院中の患者が、付添

人を雇った場合、とりあえず患者

が付添費用を支払いますが、後か

ら医師を通して手続きすると、医

療保険制度からその費用のω %
が患者に戻ってくる制度でした。

この付添費償還制度も付添費

力支高騰するにつれ、昭和61年以降

は、厚生省が償還率をどんどん引

き下げ、その分、患者負担も増大

していきました。そして、とうと

うこれら基準外看護病院等にお

ける個人付添看護の廃止へと切

り捨て古宮強行されたのです。

厚生省は、看護を要する重篤な

患者の治療を保障する考えはあ

りません。そして今後、園の医療

費支出を対置に削重し、その削減

分を利益追求を本旨とする民間

の(大)資本に新子させようとし

ています。経団連等の経営者団体

を中心的な構成委員とする「行革

審」の答申とその部分で結論がー

致しているのです。

全国脊積損傷者連合会 四
副会長新聞輝一

輔たに2 2のft学鞠鷺をi車購
労骨省・職業病リストの大臣指定物費

ついて、「歩行失調I共同運動失

調」を「協調運動障害」に改める

など、現活の医学的表現の大勢に

従い一部改めるべきであるとの

内容の提言がなされた。

この報告書を受け、労働省で

は、新たに2の単体たる化学物質

及びその化合物について告示(現

在 121瑚質を指定)に追加すると

ともに、「症状・障害」の表記方

法についても改めることにして

いる(報告のあったMの物質のう

ちコロフォニー及びラテックス

の湖質については化学物質の混

合物であるから、告示追加物質と

はせず、通達により周知町市

するという) 。 臥斗掛

重量諜労髄者の輔がん認露
東京・日本の購理検査で石綿横出できず

このほど、労働基準法施行規則

第35条に定める業務上疾病の範

囲について検討するための専門

家会議において、アクリ;,酸エチ

ルなど24の化学物質を取り扱う

業務によって生じた症状障害

については、業務上疾病であるこ

とを明示すべきであるとする報

告書が取りまとめられた。

また、この報告では労働基準法

施行規郎別表第1の2第4号のIに

基づく労働省告示で用いられて

いる「症状・障害」の表記方法に

業務上疾病の範函

この間、全建総連・首都圏建設

産業ユニオンと東京東部労災職

菊青センターは、アスベスト問題

で様々な取り組みを行っている。

昨年5月、杉並運営協議会から、

肺がんの労災申請について相談

があった。この方は57歳の男性

で、約4 2年間大工として建設作業

に従事し、建材に含まれるアスベ

ストを多量に吸入した結果、昨年

7月に国立がんセンターで亡くな

労働大臣力t指定す吾単体Iこ吾化学物質
及び化合物並びに労働大臣が定める疾
病を定める告示(詔和53年告示第36号)

(現行) (追加)

+

;混蓮合物であ畠ことかb、邑、第4号のBIこ定
める疾病として取り扱うよう通運する.

労基則第35条 「業務上疾病の範聞は別表第1の21こ掲げ畠疾病とす吾. J

別表第1の2

1 業務上の負傷に起因す吾疾病
2 物理的因子による次に掲げ吾疾病
3 身体に過度の負担のかか吾作業態様に起因す吾次に掲げ畠需要病

14 化学物質等による次に掲げる疾病
ct 大臣の指定す晶化宇物質によ吾大臣の定める察病

I @ 合成樹脂の熱分解生成物によ吾呼吸器痕患等
!③ すず、タール、樹脂硬化剤等によ奇皮膚療患
I @ 霊自分解酵素による皮膚炎、結膜炎、呼吸器疾患 
I ～白 木材白粉じん、抗生物質等によ吾アレルギー性の鼻炎等 
(昏藩綿等白粉じんによ吾呼聴器挟患
(J) 酸購湿度目怪U場所における酸素欠乏症 

I @ その他化学物質等に起因す吾己とが明呂かな疾病十一一一一

5 Uん肺症及びじん肺合併症 
E病原体による疾病
7 化学物質によ畠がん 
B 大臣の指定す吾疾病
9 その他業務に起医す吾ことが明白台な療病
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一ーす

言融機械闘機 終諮問 信良

られた。

相談を受けた後、がんセンター

の病王滋平剖の結果が出たが、石綿

肺はないし、石綿も検出されない

ということであった。そこで、ニ

ユーヨークのマウント・サイナ

イ医科大学の鈴木康之亮先生に

病理標本を送り、再度診ていただ

いたところ、多くのクリソタイル

(白石綿)が検出され、石綿肺も

確認された。

そのため、新宿労働基準監督署

に労災申請を行い、鈴木先生の意

見書も提出。 12月末に業務上認定

された。何といっても鈴木先生の

意見書が決め手となった。

肺がんのほかにも、練馬支部、

杉並建設支部で、それぞれ 1名、

昨年労災認定されている。いずれ

さる 1月8日から 10日、「玩具労

働者の健康と安全に関する国際

会議j が香港で開かれ、日本から

は私とアジア太平洋労働者連帯

会議 (APWSL)日本委員会の鳥

井一平さんの2人が参加した。

この国際会議は、主に中国本

土、タイ等に進出した玩具の多国

籍企業の、劣悪な労働条件や安全

衛生基準の改善を求める「玩演の

安全生産のためのキャンベーン」

に取り組んでいる香港の労働団

体・市民団体が呼びかけたもの。

今回の国際会議は、この玩具キ

ャンベーンをアジヂ各国で広め

も大工さんで、じん肺管理区分z
の合併症(続発性気管支炎、肺結

核)である。現在、亀戸ひまわり

診癖庁に通院しながら、治療を続

けている。

全建総連での取り組みがはじ

まって約詳日経過した。この間、

センタ やひまわり診療所が関

わった労災認定の事例だけでも、

じん腕4名(管理4が1名、管理2の

合併症2名、管理3いの合併症l

名)、肺かん 1名という状況。

今後とも、建設労働者のじん肺

-アスベスト被害の掘り起こし

を進めながら、建芭親場からのア

スベストの根絶、建設労働者の健

康確保の取り組みを進め開

ていきたい。

(東京東部労災職業荷センター)

るために、香港で毎年開かれる

“玩具国際フェア"(香港貿易援興

評議会主催)に合わせて開催さ

れ、韓国、台湾、タイ、パングラ

ディシユ、日本の他に、イタリア、

フランス、カナダからの参加と報

告があった。

今回初めて参加して、この玩具

キャンベーンが玩具取り引きの

アジアの拠点、である香港の中だ

けでなく、アジア各国や世界の各

地に広がっていることに驚かさ

れ、日本圏内でも市民団体や労働

組合が連携して取り組んて、いく

必要性を強く感じた。香港からは

キャンベーンの中心を担ってい

るキリスト教工業委員会、アジア

モニター資料センタ一、香港労働

組合連合のほか、多数のN∞が

参加した。

国際会議の最終日には玩具フ

ェアに対するデモンストレーシ

ヨンカ可子われ、私たちも香港のメ

ンパーとともに参加した。要請行

動の最中に警備員との衝突が生

じ、警察が介入、 6人の溺南者が

出るという事件もあった。しか

し、こうした国際的な連帯行動

は、参加者の連帯感を一層強める

ものとなった。

er玩暴キャンベーン」とは

1習93年5月にタイの玩具工場ケ

ーダ一社で大規模な火災事故が

発生し、 189人の労働者か死亡、

4 0 0人が負傷した惨事については

当時日本でも報草された。工場に

は非常口の確保といった最低限

の消防・安全対策すらない状態

で火災が発生し、労働者たちは逃

げられずに閉じ込められて犠牲

になったという。ケーダ一社の工

場の実態はそれほどひどかった。

同社は香港台湾・タイの合弁

会社であったため、被災者の補償

問題などの企業責任の追及に、 9
イと香港双方の労働団体や市民

団体が協力して取り組んだ。翌年

には中国本土で、やはり香港・台

湾資本の玩漢工場で火災事故な

どが相い次いだ。

こうした事故を検証する中で

見えてきた玩具工場の実態は、

「スリー イン・ワン・ピル」と

いわれる作業場・宿舎・倉庫が

ひとつの建物の中にある工場立

地、最低限の安全基準すら無視し

た安全対策の不備、長時情労働・

費罪広1 A掛る“説興事ャンベ由; 〆 "
香港・2元異フェアiこ吉わせ盟醸議議

児童労働といった非人間的な労

働環境そして企業の無責任な姿

勢であった。

こうした状況を受けて香港で

は、市民団体などが1労 4年から、

ケーダ一社など個別企業への抗

議行動にあわせて、自ら「玩具の

安全生産に関する憲章」を策定

し、香港の玩異業界などにこの

「憲章」を樹Rさせる運動を開始

した。昨年5月からは、香港玩具

評議会との話し合いを継続して

おり、貿易振興評議会にも業界へ

の指導を働きかけている。

香港の市民団体などが作成し

た「憲章」は、防火安全対策の

国際基準・圏内法の遵守、長時間

労働の規制、児童労働の禁止、労

働組合の最滋量化の自由など、国際

的に認知された最低限の基準や

基本的事項をまとめたもの。しか

し、多国籍企業にその下請企業に

までこの基準を及ぼせること、ま

た実施について監視を行う独立

した機関の設置などを求める内

容となっている。

@世界各地での取り組み

玩具キャンベーンは世界各地

で取り絡まれている。

最初の取り組みは、 1991年にア

メリカで始められた「トイコット

-キャンベーン」。これは、アメ

リカの労働団体・消費者団体

女性団体などが共同で取り組ん

だキャンベーンで、メイド・イン

-中国の玩具のボイコットを呼

びかけた。現在でもアメリカ最大

の労働組合AFL-αoが玩具の多

国籍企業に対する働きかけを続

けている。先月、私たちが日本の

ある玩具メーカーと話し合いを

持った際、この企業のタイ工場の

労働安全衛生の実態についてア

メリカの労働団体から問い合わ

せがあったとの話が出た。

カナダでは、労働組合と女性国

体が連携したキャンベーンが取

り組まれている。会議に参加した

女性団体N A Cの代表から、昨年

のクリスマスの際に取り組んだ

ボイコット運動の経験が紹介さ

れた。

ヨーロツパ各国でも、労鋤組合

とN G Oの連携による取り組みが

行われているロ最も精力的キャン

ベーンが展開されているのがイ

ギリスで、ここでは、労働組合

(TUC) とキリスト教団体

(CllR)、第3世界援助活動のN田

(WDM) が連携して、イギリス

国内の消費者への宣伝活動に始

まり、イギリス密内の玩具メーカ

ーや業界、ヨーロッパ玩異業界へ

の働きかけを続けている。

労働組合の国隅鵬:ICFrU(国
際自由労連)も、ケーダ一社の火

災事故調査チームを発足させ、

1労 4年末にはその報告書を発行。

その後、香港の玩具キャンベーン

とも連携して企業に安全基準を

採択させる活動を展開している。

ICFrU由まターゲットにしている

玩具企業の中に、日本の玩異業界

の式三Frパンダイ Jがあげられて

おり、 Iα守Uから同社に交渉の申

出力まなされている。

ところで、こうした各国のキャ

ンベーンでは、どこでも同様の問

題に直面している。そのひとつ

は、安全基準などの実効性監視

システムの問題だ。香港の例でい

えば、香選玩具評議会は市民団体

とのX'渉で「憲章はそのままでは

受け入れられない」とし、その代

渡襲機滋 1

わりに業界独自のガイドライン

を示してきた。しかし、その実効

性を監視するシステムがない限

り、ガイドラインは絵に書いた餅

にしかならないと香港のグルー

プは主張している。香港の市民グ

ループは中国本土の玩具工場型社

の実態調査をまとめたが、その中

でも実効性・監視システムの重

望号性を強調している。欧米企業も

同様で、各企業は独自の基準の姿

勢にとどまっている。

2つ回の問題は、玩異業界では

製品の多くがOEM生産で下請業

者が生産している実態にあり、発

注業者の生産現場に対する労働

安全衛生に関する責任があいま

いにされている点だ。こうした玩

具産業の構造にどのように切り

込んて、いけるのか。

もうひとつ重要なことは、実際

に現場で働いている労働者の安

全衛生に関する意識を高め、彼女

たちの健康と安全を守るための

闘いをどうサポートしていくか

という課題だ。今回の国際会議に

参加したケーダ一社の被害者の

女性は、生き残った彼女たちのそ

¢後も続く苦境を訴えた。国際会

議では、彼女たち被災者の闘いを

引き続きフォローしていくこと

を確認した。

@日本でもキャンペーン開始

日本圏内でも、香港からの要請

を受けて、進出会業問題を考える

会、日本消費者連盟、全国安全セ

ンターなど6団体で「玩具の安全

生産に関する市民連絡会」を昨年

末に発足させ、これまでに業界団

体やパンダイ・タカラ・トミー

の大手3社に対する申し入れなど

を開始した。ようやく日本の玩具
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; :壊麟議懇鍛111 綴)議機:総 議滋| 当民三川夜奈翠

産業の実態がわかりはじめてき

た段階だが、今回の国際会議で得

た情報や各国の取り組みを参考

にして、日本鹿内での取り組みを

進めていきたいと考えている。

子供たちにとって“宝物"とな

るような安全な玩具は、安全な生

産環境で初めて作られる臨
ものと思う。 山岸葉子

神奈川労災職諜病センター

韓露襲ザー~J\I命事霊麟と韓針
ドイツ. I Gメタルがパンフレット

以下に訳出するのは「ベルリン

健康底J(法人) "のl作業グルー

プである「ビラークJ"が、その

機関誌「プリーフ」の1995年第31

号臨時増刊号の中で、 1Gメタル

(金属産業労働組合) "発行のパ

ンフレット「健康サークルと職場

の健康グループ.J( 著者:ロルブ

-ザ、ツ、 yァ一、アニタ・シユトル

ムフェルス)を紹介、短評したも

のである。原文が手に入っていな

いので詳細はわからないが、手に

入り次第何らかのかたちで紹介

したいと思っている。この紹介記

事だけでもなかなか示唆に豊ん

でいて興味をそそられるものに

なっている。(訳者)

労働の中で人聞を少しずつ再

発見すること とくに労働者の

動機づけと参加の観点からだが

が、生産にとって不可欠となっ

ているようだ。というのは、機械

-技術による生産性の向上は、以

前と比べて明らかに限界に達し

ているからだ。労働者の創造性に

問題の所在があると思われる。職

場での会話のなさは驚くべきほ

どだ。互いに話し合うかわりに、

ふ方的に命令することがいまだ

に通用しているようにみえる。グ

ループ討論など大事(おおごと)

だと思われる。よく話し、かつ、

よく聞くことなどは何か全く新

しいことがらだと吹聴されるロこ

れはドルトムントのフォルカー

-フォルクホルツが序文で言っ

ていることである。

職場の健康増進対策は、コスト

自!胞電と、疾病率を下げること及び

負担の激しい作業行程を遅織な

く除去すること、との緊張状態の

中にある。

にもかかわらず、この緊張のカ

ープにはまだ余地があるようだ。

企業側は、摩擦なく職場古機動し

ていくためには、労働者の参加が

いかに大切であるかに気づいた。

作業行程の最大限の効率化のた

めに、小グループがますます頻繁

に投入されている。これは当然の

ことながら、事業所委員会"と職

場委員幻の仕事に対する新しい

要請ともなっている。古い事業所

委員会の代行政治から労働者全

体が参加していく労働へ、の方向

転換が多くの事業所委員会の重

い課題となっている。事業所委員

i畠醜e髄盟
会の仕事に携わる場合は、労働者

の真の参加は、これまでどおり大

きな例外として除外される。労働

者を活動家センターに専従とし

て入れることは、健康増進にたず

さわる者にとっても労働岨合に

とっても軽い問題ではない。労働

者の独自のイニシアティプを促

すために、著者たちは次の4点在

提案している。

①労働者は、自分の労働現場で

の負担を自分で認識しかっ評

価できる状態に置けるように

しなければならない。その前提

条件のひとつは、労働負担とそ

の健J康への影響について情報

を得ているということである。

②労働者が職場再編過程に積

極的に参加できるようにする

ためには、労働者の影響力を企

業規模に拡大しなければなら

ない。

③労働者が自分たちの作業状

況について相互に意見受換が

できるような条件を作らなけ

ればならない。例えば、独自の

自主的な健康グループを作る

ことなどによって。

④労働負担軽減の方策を開発

発展させるためには、労働者と

専門家との意見交換が継続さ

れるべきである。これらすべて

が成功するにはどうしても長

い時簡を必要とする。

このパンフレットは、健康サー

ケルの始まりと背景及びアクチ

ユアルな実践例について概説し

ている。また、 i日西ドイツ各州で

の7つの実例を記録しており、こ

の実例にたずさわった事業所委

員会とのグループ討論を集録し、

さらに、これらの経験の評価をこ

ごろみている。

健康増進のための1 Gメタルの

立場を示す文書、オベル・ボVフ

ム社の事業所委員会の報告、及び

選りぬかれた文献目録を載せて

いることは、この情報提供文書を

完壁なものにしている。しかし残

念なことには、またしてもIGメ

タルは、金と労力をおしんでこの

パンフレットに国際標準図書番

号 (INBN) を付して一般の人々

が入手できるように便宜をはか

らなかったことだ。さらに、 Z枚

の緑色の紙表紙にドイヅ工業規

格 (DIN) A41の頁をはさんでク

リップで仮綴しただけという具

合いで、内容に比して装丁がまた

してもひどくそ寸わないものに

なっている。残念だ!これを除け

ば、この報告書は健康増進の活動

に参加している者がいます寸知

りたいすべてを提供していると

いってよい。

翻訳.斎藤竜太

(訳者注)

1)2) rピラークJfブリーフ」

「ブリーフ」誌 (rブリーフ」

はBrief=手紙の意)の説明によ

ると、「ビラーク」は198ぽ手から

「ベルリン健康庖J(法人)のI作

業グJLープである。この団体は公

益法人で無給で運営されている。

ターゲットは全くプラグマチッ

ケに想定されていて、労働現場で

自分の健康を守るために何かや

ってみたいと思う人はだれでも

よい。「ビラーク」はこの人たち

に提案し、勇気づけ、企業ゆプロ

ジェクトを外部からフォロ←し

ている。また、教会職の人々と長

健慶報告

O 共健同康研に究闘チすー吾ム O

健康サクル

:⑤: :合:慢康保険
組合デ-';9
事業体
データ
事業体
データ

(注 lGZ 健康
サーウjレ

対策の計画と実施

い間友好的

な共同作業

を行ってい

る。「ピラー

ク」は助言組

織として活

動している

が、教会職の

人々は理想

的な形で教

育担当者と

して「ビラー

ク」を補完し

ている。

「ベルリ

ン健康l吉」は

“Be rlin巴E

Gesund-

襲泉州111I

heI'凶組閣 e.V." rビラーク」は

“BILAG" で“Berliner lnfolad阻

長江 A由eit un d Gesundl回t "

「労働と健康のためのベルリン情

鞠古Jの略称。「…底Jというの

は耳慣れないが、“Laden"の直訳

である。面白い。日本ではroo

安全センター」と地方でも中央で

も「センター」という言い方に慣

れているが、それと同じと考えて

差し支えない。

「ブリーフ」誌は他に「ビラ

ーケJと類似の組織をベルリンだ

けで10品雌首謀耳介している。また、

ドイツ園内の、プレーメン (Be-

triebsbezogene Gesundheits-

bera回n g Angestellten-ka田田町 

B r e m叩)、ハンブルグ (lnforma-

tionsstelle Arbeit und Ge守

四n晶 eit) 、ミュンヘン(Zentrum

血栓it und Gel阻抗出)、及ぴ

オーストリアのりンツ (B悶

国ng由a四 α,emie &A rbe it)等

の団体と情報ネットワークを構

成しているようだ。

3) IG ,lI.タル

金属産業労働側合(略和G M ) 。

ドイヅ労働組合連盟 (DGB) 傘

下で最大最有力の産業別労働組

合。組合員数259万8,3∞人(1986

年現在)o(ドイツ謝台経済誌制辞

典)D G Bは、よ記のように「ド

イツ労働組合連盟」としていると

ころと、「ドイツ労働組合総同盟」

または「ドイツ労働組合同盟J *

と訳しているところとある。

DGBニD聞 tscher Gewerksdafts
加且晶一直訳では*となる。

4) 事業所委員会 ( B出掛副)

B e困由s闘の日本語訳は統一

されていないかにみえる。 1開4年

4・5月号の「安全センター情報」
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1 全国労働安全衛生センター連絡会議

では、「ドイヅ法律用語辞典 J(山

田麗著、大学書林、平成5年3月初

日第1版)によって「経営評議会」

(r経営協議会」の誤記)としたが、

「ドイツ酎台市E済法制辞典J(田沢

五郎著、都文堂、 1 9見年9月1日第

4版)によると、以下のとおり「事

業所委員会」を正訳としている。

また「西ドイツの労使関係と共同

決定J (二神恭一著、日本労働協

会、昭和5 7年5月2 0日第1刷発行)

によると、山田氏と同じく「経嘗

協議会Jの訳語を当てているが、

以下のような説明をしている。さ

らに、大ドウ一デン、ヴア一リヒ

(しい、ずれもドイツの代表的な大型

の辞典)でも、 Bet凶ri由e bs闘団zヨ苗tの項

はlま訂「事業F所庁の被用者たちによつて

選ばれた代濠機関であつて

者¢経済的、社会j的的利益を確保す

るた占I j ;の組織」としていること古かミ

らも、経営者との協議の場ではな

く、労働者のみによって構成さ

れ、その利害を代表する組織であ

ることではすべてー致している。

B巴畑出血tは、直訳すれば田

沢氏のとおり「事業所委員会」と

なる。また、目本でわれわれが用

いる日本語の語威からすれば、

「経営協議会」なる訳は、当の

B e血eb回tの実態とも、日本の

実情にもそ寸わない訳と思われ

る。そこで、「事野庁委員会」に

訳語を改め統ーした。なお、なぜ、

またいつから「経営協議会」なる

訳語が登場したのかはよくわか

らない。

*rド イツ政治経済法制辞典」よ

リ

B e困ebs凶皿. 1 ［経・社］

(西独の)事帯f委員会(咽.ploy

田正∞'uncil) 。→〔囲み解説〕。

2( (東独) )事業所評議会。 0東独

の旧社会主義体制下で、各事業所

(職場)ごとに事業所所属員 (Be一

回出岨geh回伊)によって選

挙された。 →B自認:bsg開町b
chaftsleitung 。
〔圃み解説〕“ Betr ieb srat" は労

使協議の場ではない

“脱出, ebsr世"は、正確に事業

所委員会と訳されるほか、臓楊委

員会、従業員協議会などとも訳さ

れる(ただし経営協議会、労使協

議会などの通俗訳は、実態と食い

違う誤訳)。西独の事業所委員会

の実態は、企業(↑ U n也皿d血聞)

内の事業所(↑ B血由)ごとに

設けられる被用者(↑Arbeitneh-

m e r )代表のみからなる機関であ

って、使用者(↑Arbci唱曲er)

代表はもとより、管理職員 (lei-

回 der ↑Anges凶町)さえも含

まない(わが国で普通、経営協議

会などと呼ばれるものは、使用者

と被用者の代表が経営全般につ

いて協議する場であるから、西独

の事業所委員会とは構成からし

て異なる)。事業所委員会は、被

用者の利益を代表するとともに、

操業短縮や解雇などの重要事項

について、使用者と共同して決定

する任務をもっ。 1 972年の事業所

車場革法 (B甜 VG) によると、成

年 ( 1 8議以上)の常勤被用者(勤

続6か月以上)が5名以上害在する

事業所では、被用者から選ばれた

事業所委員会を置かなければな

らない。上述のように、西独。 )事

艶庁委員会は、わが国の企業内労

組委員会に似たところもあるが、

労働組合(↑ Gewerkschaft)の機

関ではないから、委員が労働組合

員である必要はない。一個の企業

内に複数の事業所がある場合に

は、それぞれの事業所委員会¢代

表からなる全体事業所委員会
(G田聞出由記加国)が設置され

る。また複数の企業がコンツェル

ン(↑ Konzem) を形成している

場合には、傘下各企業の事業所委

員会とは無関係に、コンツェルン

事業所委員会 (K出国百k国eb-
s国)を設けることができる。→

Mitbestimmung。
*r西ドイツの労使関係と共同決

定」より

「西ドイツの今臼の労使関係

は、 2重利害代表 (du由 h町ー

田S回V町出血n g ) システムを通

じて発現している。……まず、個

別企業一正確には、個別の経営体

ないし事業所 (B出:ieb) ーをこ

えて関関される。一般に団体交渉

(T:磁f叩加2也皿E四)と呼ばれる

もののなかで、利害の調整がおこ

なわれる。それは、労働者の代表

としての労働組合と個別企業な

いし経営者団体の聞において行

われる。賃金その他の労働条件を

規制する労働協約を締結するた

めの交渉というかたちをとる。つ

ぎに・・ 一定人数をこえる経営

体には、労働組合とは別個に組織

される経営協議会( B由自国)

が設けられる。それは経蛍体にお

いて働く労働者、つまり従業員の
利害を代表し、その経営者と～渉

をおこなって経嘗協定 (Be-

回出町e聞出血血, g)を締結す

る。 1972;年の経蛍組嬬法の手直し

にかかわらず、この大筋に変化は

ない。」

4)職場委員 (Ve町田田s 1 en包)

職湯を代表する労働組関1甫
合代議員。 民JJ.OII

108 東京都港区三凹3-1-3 M.Kピル3階
TEL (03) 5232-0182/FAX (03) 5232-0183

北海道・社団法人北海道労働災害・職業病研究対策センター
004 札幌市豊平区北野1条1J目6 - 3 0 医療生協内 TEL (011)日83-0330/FAX(011) 8泊 7261 

東京・東京東部労災職業病センター

136江東区亀戸1← 33-7 TEL (03) 3683-97侃/ドAX (03) 368:1-9766

東京・三多摩労災職業病センター

185 国分寺市南町2 - 6 - 7丸山会館2-5 TEL (0423) 24-10241FAX (0423) 24-1024 

東京・三多摩労災職業病研究会

185 国分寺市本町3-13-15 三多摩医療生協会館内 TEL (0423) 24-19221ドA X (0423) 25-2663 

神奈111・社団法人神奈川労災職業病センター

230 横浜市鶴見区豊岡町2 0 - 9 サンコーポ豊岡日15 TEL (045) 573-4289/FAX (045) 575-1948 
新潟・財団法人新潟県安全衛生センター

951新潟県新潟市東堀通 2-481 TEL (025) 228-2127/FAX (025) 222-0914

静岡・清水地区労センター

424 清水市小芝町2-8 TEL (0543) 66 -68 88/予A X (0543) 66-6889

京都・労災福祉センター

ω1京都市南区西九条島町3 TEL (075) (i91-9981/FAX (075) 672 -64 67

京都・京都労働安全衛生連絡会議

601 京都市南区間九条東1場町5 0 - 9 山本ピル3階 TEL(075) 691-6191/FAX (075) 69 1-6 14E 

大阪・関西労働者安全センタ

540 大阪市中央区森ノ宮中央1-10-16. 601 TEL (06) 943-1527/FAX (06) 943-1528 

兵庫・尼崎労働者安全衛生センター

660 尼崎市長洲本通1-16-7 阪神医療生協気付 TEt (06) 488-99521FAX (06) 488-2762 

兵庫・関西労災職業病研究会

660 尼崎市長洲本通1-16-7 医療生協長洲支部 TEL (06) 4郎日952/FAX (06) 488-2762 

広 島・広島県労働安全衛生センター

732 広島市南区稲荷町5 - 4前田ピル TEL (082) 261-1110/FAX(082) 264-1110
鳥取・鳥取県労働安全衛生センター

680 鳥取市南町505 自治労会館内 TEL (0857) 22-61101ドAX (08 57) 37 -0090

愛媛・愛媛労働災害職業病対策会議

792 新居浜市新聞町1-9-9 TEL (0897) 34 -0 2 ω IFAX(0897)37-1467
高知・財団法人高知県労働安全衛生センター

780 高知市蔚野イワ井出 1275-1 TEL(O ,明) 45-39日 IFAX (0888) 45-3928

熊本・熊本県労働安全衛生センター

861-21熊本市杭津町秋田3441-20秋津］ / -クタウンクリニック内 TEL (096) :160-1991! F A X (096) 368-6177 

大分・社団法人大分県勤労者安全衛生センター

870 大分市寿町1-3 労働福祉会館内 TEL(0975)37-7991/FAX(0975)34~8671

宮崎・|日松尾鉱山被害者の会

883 日)uJ市財光寺283-211 長江団地1-14 TEL (0982) 53-9400/FAX (0982) 53-3404

自治体・自治体労働安全衛生研究会

102 千代目白六番町l 白治労会館3階 TEL (03) 3239-9470/FAX (03) 3264-1432
(オブザーパー)

干高 島・福島県労働安全衛生センター

960 福島市船場町1 - 5 T Eし(0245) 23-3586/FAX (0245) 23-3587
山 口・山口県安全センター

754 山U県小郡郵便局私書箱 44号

46 安全包ンター情報96年3月号


